
実  施  計  画
（平成２８年度～平成３０年度）

原　　　村



（第１項） すばらしい自然・景観・環境の保全と創出

（第２項） 持続可能な「循環型社会」の創出

（第３項） 地球温暖化防止対策

（第４項） 水資源の確保・保全と上下水道の整備

（第５項） 自然と調和した居住環境の整備

（第６項） 人にやさしい道路・ネットワークの整備

（第７項） 安心して暮らせる村づくり

（第１項） 生涯学習の体系化と機会の充実

（第２項） 豊かな人間形成をめざした教育の推進

（第３項） 芸術文化活動と地域文化の振興

（第４項） スポーツ・レクリエーション交流の推進

（第５項） 交流による地域づくり

（第６項） 男女共同参画の社会づくり

（第７項） 本村への若い人の流れをつくる村づくり

（第１項） 地域で支え合い健やかに生きる

（第２項） きめ細やかな高齢者福祉の推進

（第３項） 障がい者の自立と社会参加の促進

（第４項） 結婚・出産・子育てできる環境づくり

（第１項） 原村の特色を生かした農林業振興

（第２項） 観光を中心にした、各産業間の連携

（第３項） 「原村ブランド」を活かした観光振興

（第４項） 広域連携による観光振興

（第５項） 工業振興と企業誘致

（第６項） 商業・サービス業の振興

（第７項） 雇用・勤労者対策の推進

（第１項） 公民協働の村づくりの推進

（第２項） 開かれた村政の推進

（第３項） 広域行政の推進

（第４項） 効率的な行政運営

（第５項） 健全な財政運営

第 ５ 次 原 村 総 合 計 画 施 策 の 大 綱

　（第５節） 皆が活躍できる持続可能な村づくり

基　本　構　想

（第１節） 人と自然を大切にした美しく
住みよい村づくり

（第３節） 健康としあわせを誇れる健康・福
祉・子育ての村づくり

（第４節） 産業振興による魅力・活力のある
村づくり

（第２節） 人と文化を育み、本村への若い人
の流れをつくる村づくり



改 良 済 延 長 （ 12,727 m ） 改 良 済 延 長 （ 12,727 m ）

実 延 長 （ 12,789 m ） 実 延 長 （ 12,727 m ）

改 良 済 延 長 （ 32,148 m ） 改 良 済 延 長 （ 15,720 m ）

実 延 長 （ 33,281 m ） 実 延 長 （ 17,347 m ）

改 良 済 延 長 （ 207,074 m ） 改 良 済 延 長 （ 220,100 m ）

実 延 長 （ 406,737 m ） 実 延 長 （ 427,500 m ）

改 良 済 延 長 （ 251,949 m ） 改 良 済 延 長 （ 248,547 m ）

実 延 長 （ 452,807 m ） 実 延 長 （ 457,574 m ）

舗 装 済 延 長 （ 12,789 m ） 舗 装 済 延 長 （ 12,727 m ）

実 延 長 （ 12,789 m ） 実 延 長 （ 12,727 m ）

舗 装 済 延 長 （ 32,202 m ） 舗 装 済 延 長 （ 15,421 m ）

実 延 長 （ 33,281 m ） 実 延 長 （ 17,347 m ）

舗 装 済 延 長 （ 203,367 m ） 舗 装 済 延 長 （ 194,100 m ）

実 延 長 （ 406,737 m ） 実 延 長 （ 427,500 m ）

舗 装 済 延 長 （ 248,358 m ） 舗 装 済 延 長 （ 222,248 m ）

実 延 長 （ 452,807 m ） 実 延 長 （ 457,574 m ）

自 動 車 交 通 不 能 延 長 （ 107,767 m ） 自 動 車 交 通 不 能 延長 （ 117,720 m ）

実 延 長 （ 452,807 m ） 実 延 長 （ 457,574 m ）

永 久 橋 （ 123 橋 ） 永 久 橋 （ 130 橋 ）

全 橋 数 （ 124 橋 ） 全 橋 数 （ 136 橋 ）

林 野 面 積 （ 193,400 a ） 林 野 面 積 （ 193,400 a ）

全 林 道 延 長 （ 6,689 m ） 全 林 道 延 長 （ 6,689 m ）

小 学 校 危 険 校 舎 面 積 （ 0 ㎡ ） 小 学 校 危 険 校 舎 面積 （ 0 ㎡ ）

小 学 校 全 面 積 （ 6,047 ㎡ ） 小 学 校 全 面 積 （ 6,047 ㎡ ）

中 学 校 危 険 校 舎 面 積 （ 0 ㎡ ） 中 学 校 危 険 校 舎 面積 （ 0 ㎡ ）

中 学 校 全 面 積 （ 6,098 ㎡ ） 中 学 校 全 面 積 （ 6,098 ㎡ ）

給 水 人 口 （ 7,831 人 ） 給 水 人 口 （ 7,770 人 ）

人 口 （ 住 民 基 本 台 帳 ） （ 7,855 人 ） 人口（住 民基 本台 帳） （ 7,600 人 ）

排 水 人 口 （ 6,111 人 ） 公 共 下 水 道 排 水 人口 （ 6,490 人 ）

計 画 区 域 内 人 口 （ 6,301 人 ） 人 口 集 中 地 区 人 口 （ 6,860 人 ）

体 育 施 設 面 積 （ 56,241 ㎡ ） 体 育 施 設 面 積 （ 66,000 ㎡ ）

人 口 （ 住 民 基 本 台 帳 ） （ 7,852 人 ） 人口（住 民基 本台 帳） （ 7,600 人 ）

集 会 施 設 面 積 （ 6,140 ㎡ ） 集 会 施 設 面 積 （ 6,057 ㎡ ）

人 口 （ 住 民 基 本 台 帳 ） （ 7,852 人 ） 人口（住 民基 本台 帳） （ 7,600 人 ）

保 育 所 全 収 容 定 数 （ 240 人 ） 保 育 所 全 収 容 定 数 （ 240 人 ）

保 育 対 象 者 （ 212 人 ） 保 育 対 象 者 （ 230 人 ）

※ 目標年次は、第４次原村総合計画 後期基本計画 策定時における、最終目標年（平成28年3月31日）の目標値を記載しています。

保 育 所 の 状 況 - -

下 水 道 の 普 及 状 況 96.98% 94.61%

体 育 施 設 １ 人 当 た り 面 積 7.16 ㎡/人 8.68 ㎡/人

集 会 施 設 １ 人 当 た り 面 積 0.78 ㎡/人 0.80 ㎡/人

　戸 -

水 道 の 普 及 状 況 99.69% 102.24%

100.00% 100.00%

公 営 住 宅 の 状 況 村 営 住 宅 戸 数 21   戸 - 村 営 住 宅 戸 数

危 険 校 舎 の 状 況

小 学 校 100.00% 100.00%

中 学 校

21

林野面積に対する林道の状況 0.03 m/a 0.03 m/a

村道自動車交通不能道の状況 23.80% 25.73%

村 永 久 橋 の 状 況 99.19% 95.59%

そ の 他 50.00% 45.40%

計 54.85% 48.57%

計 55.64% 54.32%

村 道 舗 装 状 況

１ 級 100.00% 100.00%

２ 級 96.76% 88.90%

村 道 改 良 状 況

１ 級 99.52% 100.00%

２ 級 96.60% 90.62%

そ の 他 50.91% 51.49%

主　要　公　共　施　設　の　現　況　と　目　標

項 目

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 （ 現 況 ） 平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 （ 目 標 年 次 ）

整 備 状 況 整備率等 整 備 状 況 整備率等



（第１項）
すばらしい自然・景観・環境の保全と
創出 74,091 24,999 5,040 7,040 0 0 12,919 24,546 5,484 5,473 0 0 13,589 24,546 5,484 5,473 0 0 13,589

（第２項） 持続可能な「循環型社会」の
創出

407,337 135,779 0 0 0 0 135,779 135,779 0 0 0 0 135,779 135,779 0 0 0 0 135,779

（第３項）
地球温暖化防止対策

13,674 5,358 0 0 0 0 5,358 4,158 0 0 0 0 4,158 4,158 0 0 0 0 4,158
（第４項）
水資源の確保・保全と上下水道の整
備 503,300 162,800 0 0 0 0 162,800 171,000 0 0 0 0 171,000 169,500 0 0 0 0 169,500

（第５項）
自然と調和した居住環境の整備

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第６項）
人にやさしい道路・ネットワークの整備

497,400 238,400 102,000 0 60,600 955 74,845 100,200 16,200 0 4,300 1,075 78,625 158,800 45,000 0 25,200 1,065 87,535

（第７項）
安心して暮らせる村づくり

22,645,302 4,150,683 365 183 12,100 2,568 4,135,467 9,260,102 696 348 6,200 0 9,252,858 9,234,517 696 348 6,200 0 9,227,273

（第１項）
生涯学習の体系化と機会の充実

244,052 66,543 0 0 0 0 66,543 37,713 0 0 0 0 37,713 139,796 0 0 0 0 139,796

（第２項）
豊かな人間形成をめざした教育の推
進 269,088 90,260 0 400 0 0 89,860 123,199 20,750 400 29,300 0 72,749 55,629 0 400 0 0 55,229

（第３項）
芸術文化活動と地域文化の振興

513,999 32,723 4,370 262 0 0 28,091 57,100 6,290 262 0 0 50,548 424,176 4,370 262 0 0 419,544

（第４項）
スポーツ・レクリエーション交流の推進

172,012 172,012 0 0 92,600 12,204 67,208 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第５項）
交流による地域づくり

13,557 4,686 0 0 0 0 4,686 4,185 0 0 0 0 4,185 4,686 0 0 0 0 4,686

（第６項）
男女共同参画の社会づくり

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第７項）
本村への若い人の流れをつくる村づく
り 70,773 14,373 0 0 0 2,373 12,000 37,000 10,500 0 0 14,500 12,000 19,400 1,200 0 0 6,200 12,000

（第１項）
地域で支え合い健やかに生きる

524,999 176,979 1,292 1,338 0 851 173,498 178,360 1,292 1,338 0 851 174,879 169,660 1,292 1,338 0 851 166,179

（第２項）
きめ細やかな高齢者福祉の推進

810,238 273,238 0 0 0 8,134 265,104 269,100 0 0 0 8,000 261,100 267,900 0 0 0 8,000 259,900

（第３項）
障がい者の自立と社会参加の促進

543,132 181,044 74,322 40,396 0 600 65,726 181,044 74,322 40,396 0 600 65,726 181,044 74,322 40,396 0 600 65,726

（第４項） 結婚・出産・子育てできる環
境づくり

604,653 199,883 86,357 25,404 0 1,247 86,875 199,885 86,357 25,404 0 1,247 86,877 204,885 86,357 25,404 0 1,247 91,877

（第１項）
原村の特色を生かした農林業振興

668,806 150,602 55,303 35,391 3,800 3,575 52,533 299,602 129,803 68,881 23,800 11,450 65,668 218,602 89,803 48,881 6,300 10,950 62,668

実　　施　　計　　画　　総　　括　　表
（単位：千円）

項　　　  　　　　目
平成２７年３
月 ３ １ 日 現
在 （ 現 況 ）

平 成 28 年 度 平 成 29 年 度 平 成 30 年 度

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費
左　の　財　源　内　訳

国支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 国支出金 県支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源地方債 その他 一般財源 国支出金
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（単位：千円）

項　　　  　　　　目
平成２７年３
月 ３ １ 日 現
在 （ 現 況 ）

平 成 28 年 度 平 成 29 年 度 平 成 30 年 度

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費
左　の　財　源　内　訳

国支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 国支出金 県支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源地方債 その他 一般財源 国支出金

（第２項）
観光を中心にした、各産業間の連携

290,290 112,290 0 0 0 2,400 109,890 89,000 0 0 0 0 89,000 89,000 0 0 0 0 89,000

（第３項）
「原村ブランド」を活かした観光振興

104,487 34,829 0 0 0 0 34,829 34,829 0 0 0 0 34,829 34,829 0 0 0 0 34,829

（第４項） 広域連携による観光振興

14,760 4,920 0 0 0 0 4,920 4,920 0 0 0 0 4,920 4,920 0 0 0 0 4,920

（第５項）
工業振興と企業誘致

519,450 173,150 0 0 0 0 173,150 173,150 0 0 0 0 173,150 173,150 0 0 0 0 173,150

（第６項）
商業・サービス業の振興

1,800 600 0 600 0 0 0 600 0 600 0 0 0 600 0 600 0 0 0

（第７項）
雇用・勤労者対策の推進

24,000 8,000 0 0 0 0 8,000 8,000 0 0 0 0 8,000 8,000 0 0 0 0 8,000

（第１項）
公民協働の村づくりの推進

46,853 13,951 0 0 0 2,000 11,951 16,451 0 0 0 4,500 11,951 16,451 0 0 0 4,500 11,951

（第２項）
開かれた村政の推進

38,522 14,736 1,571 0 0 1,571 11,594 11,993 200 0 0 200 11,593 11,793 100 0 0 100 11,593

（第３項）
 広域行政の推進

56,524 20,669 0 0 0 0 20,669 18,669 0 0 0 0 18,669 17,186 0 0 0 0 17,186

（第４項）
 効率的な行政運営

92,652 30,884 0 0 0 0 30,884 30,884 0 0 0 0 30,884 30,884 0 0 0 0 30,884

（第５項）
 健全な財政運営

24,062 7,574 0 0 0 0 7,574 9,024 0 0 0 0 9,024 7,464 0 0 0 0 7,464

29,789,813 6,501,965 330,620 111,014 169,100 38,478 5,852,753 11,480,493 351,894 143,102 63,600 42,423 10,879,474 11,807,355 308,624 123,102 37,700 33,513 11,304,416

（
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第5次原村総合計画　施策の大綱

5 30 87 346

基本構想 項目 ﾘﾝｸ 施　策 具体的な施策

①原村環境保全条例・規則の見直しと開発指導基準の整備

②環境保全に関する広報活動の推進

①景観法に基づく景観計画の策定

②美しい村づくりへの取組み

①幹線道路への花や街路樹の植栽の推進

②管理や手入れに対する住民の参画促進

③住民参加による花や街路樹の植栽

①清掃活動のPRと住民参加の促進

②ポイ捨て防止のための広報の推進

③環境維持事業の推進

④外来種の駆除

①環境にやさしい公共工事の推進

②道路の支障木の伐採

①公害に対する監視体制の強化と事業者及び住民への意識啓発の推進

②ごみの不法投棄、屋外焼却の撲滅をめざしての監視体制の強化と住民への意識啓発

③公害問題に関する相談窓口の充実

④ペットのふん害対策の推進

①ごみの分別排出の徹底とごみ排出抑制に対する住民意識の啓発

②ごみの排出区分の細分化と資源化の推進

③生ごみの自家処理の推進と堆肥化の推進

④ごみ持ち帰り運動の推進

⑤3R（発生抑制、再使用、再利用）運動の推進

⑥不要となった生活雑貨の再利用の促進

⑦循環型社会とリサイクルに関する趣旨の啓発

①広域体制によるごみ処理施設建設の検討

②ごみ排出区分の一元化の検討

①土壌診断による適正施肥、減農薬と有機農法の推進

②農業用廃プラスチックの適正処理と資源活用

③休耕田を利用したビオトープによる水質浄化と生態系の維持及び学習や憩いの場の提供

①再生可能エネルギーの導入促進・省エネルギーの推進

②環境学習の充実

③公共施設等における温室効果ガス削減

①水源地の保全

②農業用施設の適正な維持管理の推進

①新たな水源の確保

②老朽管の布設替えの実施

③災害に強い水道設備の整備

④健全経営の推進

①河川等の水質検査の継続実施

②浄化槽設置者への適正な維持管理意識の啓発

③下水道整備区域外のし尿・生活排水の処理

④浄化槽排水の処理方法の研究

①下水道接続率向上のための啓発活動の推進

②計画的な管路調査による維持管理の推進

③下水道使用料の適正な料金体系の検討

④健全経営の推進

①払沢上フラワー団地の分譲促進

②新たな住宅団地整備の検討

③耕作放棄地等を中心とした住宅用地への転用推進

④公営住宅の検討

①若者の移住・定住に寄与する住宅新築への補助

②住宅耐震改修事業

①原村環境保全条例に基づく適正な規制と誘導

②自然環境や景観、生活環境に配慮したうるおいのある住宅地の形成

③各種条例等の導入に関する検討

①自然と暮らしが調和した公園・緑地等の整備促進

②親水空間整備を視野に入れた環境整備

③公園の整備促進

①県道払沢茅野線、宮川・坂室のJRガード下の拡幅改良

②主要地方道・茅野北杜韮崎線の歩道設置（中新田地区内）

③一般県道・神ノ原青柳停車場線の拡幅改良（払沢）

①茅野市、ＪＲ青柳駅へつながる道路の拡幅改良（御狩野判之木線）

②中央道側道の拡幅改良

③村道の計画的な整備の促進

④道路等の老朽化対策

⑤橋梁長寿命化修繕計画に基づいた橋梁の保全

①交通安全施設の計画的な整備

②安定的・継続的な除雪体制の確保

①持続可能な公共交通の利用促進

②他の公共交通との連携の検討

③高速バス利用者用の駐車場整備

①高速バス停におけるタクシー情報の充実

①防火貯水槽と消火栓の設置促進

②消防団員の確保と育成

③消防車両の更新

①一人暮らし高齢者家庭訪問の実施

②住宅用火災警報器の設置促進

③原小学校２年生による防火広報の実施

④消火訓練の実施

①防災意識の高揚

②連携体制の強化

③防災対策の強化

④緊急物資及び応援体制の確保

⑤住宅等建築物の耐震診断・耐震改修の促進

①防犯灯の設置等の推進

②地域安全活動の推進

①危険箇所の把握と出水後のパトロールの実施

②災害発生後の迅速かつ的確な災害復旧への取組み

③住民からの情報提供

（第６項）
人にやさし
い道路・
ネットワー
クの整備

1-6

（第４項）
水資源の確
保・保全と
上下水道の
整備

1-4

４．下水道事業の運営管理

３．水質保全と生活排水浄化施設の整備

２．給水施設の整備と施設の有効利用

１．水資源の確保と調整

1-5

４．公園・緑地・水辺空間の整備

３．各種規制の検討

２．住宅対策の拡充

１．住宅用地の確保

３．交通安全と道路環境の整備

２．村道の維持管理と整備促進

１．主要地方道・県道の整備促進

1-7

１．消防力の強化

２．防火意識の高揚

３．防災体制・対策強化

４．地域安全体制の確立

４．公共交通の充実

５．治山事業と河川改修の推進

（第１
節）人
と自然
を大切
にした
美しく
住みよ
い村づ
くり

（第２項）
持続可能な
「循環型社
会」の創出

（第７項）
安心して暮
らせる村づ
くり

１．自然環境の保全と共生

２．美しい景観の保全と創出

３．緑と花いっぱい運動の推進

（第１項）
すばらしい
自然・景
観・環境の
保全と創出

1-1

５．環境にやさしい公共事業

６．公害対策

1-2

１．ごみの排出抑制とリサイクル

２．ごみ処理体制の広域化

３．環境と農業のかかわり

1-3
１．新エネルギー利用の促進及び省エネル
ギーへの取組み

４．道路・河川の美化運動の推進

（第３項）
地球温暖化
防止対策

（第５項）
自然と調和
した居住環
境の整備



①消費生活情報の提供

②消費者組織や消費生活サポーターの育成及び「見守り」活動の推進

③消費生活相談体制の確立

④不用品の再利用の促進

①相談体制の充実

②広報、啓発活動

③心配ごと相談体制の充実

①住民ニーズに応じた講座、学級の開設

②学習成果の継続支援

①図書館の施設・環境の整備（幅広い資料の収集、ネットワークの充実、居心地の良い環境づくり）

②諏訪広域図書館情報ネットワークシステムの充実及び定住自立圏との連携

③電子書籍等による読書機会の充実

④図書館サービスの充実

⑤ボランティアグループとの協働

⑥図書館利用のPR活動

①各分野での特技・能力を持った人材の発掘

③優れた人材の村づくりへの活用

③住民の要望に応じたコーディネート機能の推進

①学習場所の提供や学習資料・学習情報の提供

②地域活動・社会参加の促進

③地区館･分館活動の活性化

④文化協会の育成・支援

①中央公民館の改修や維持補修による利便性の向上

②公民館分館等の施設整備に対する支援

①学習機会の提供

①情報提供による啓発活動の推進

①地域ぐるみの地区子ども会育成活動の活性化

②安全安心な子どもの居場所や環境づくり

③各種機関の連携による体験型学習の充実

④青少年の住みやすい健全な環境を守るための啓発活動

①小・中学校非構造部材の耐震化工事

②小・中学校環境整備

③中学校プール改修の検討

④小・中学校の図書や教材、教具等の整備充実

⑤小・中学校周辺の環境整備

①少人数学級によるきめ細かな教育の推進

②小学校T・T講師、中学校ALT講師の継続と中学校T・T制の導入

③小学校へのALTの設置に伴う外国語教育の推進

④総合的な学習の時間・道徳・特別活動の支援

⑤中学生による国際交流の推進

⑥教職員の資質向上への支援

⑦小中連携教育の強化

⑧ICTを活用とした事業実践の推進

⑨特別支援教育の充実

⑩地域学習の導入検討

①学校評議員会の充実

②小中学校ホームページの更新、学校便り・学級通信の充実

③地域公開参観週間の実施

④地域人材の学校教育への活用支援

⑤あいさつ運動の展開

⑥放課後における子どもの自主的活動への支援

⑦地元食材提供団体と小中学校の交流促進や地産地消事業の支援

⑧地域での体験活動の推進

①私立幼稚園運営補助事業の継続

②幼稚園就園奨励費補助事業の継続

③奨学金制度の見直しと推進

④「原村教育研究会」の活動の充実

⑤小中学校とこひつじ幼稚園、原村保育園、八ヶ岳中央農業実践大学校との交流促進

①住民の文化・芸術等の発表機会と場所の充実

②各種団体の自発的な活動推進

③八ヶ岳自然文化園及び歴史民俗資料館（八ヶ岳美術館）における文化・芸術の活性化と集客の促進

④原村郷土館における民俗資料の収集展示と体験施設としての確立

①原村埋蔵文化財収蔵庫の公開

②阿久遺跡における針葉樹の伐採と公園化の推進

③臥竜遺跡における住民の協力による環境整備の継続

④「八ヶ岳縄文遺跡ベルト地帯」の発信

⑤地域の特色ある埋蔵文化財発信

①村指定無形民俗文化財エーヨー節及びコチャかまやせの節の伝承

②指定文化財をはじめ、道祖神等石造文化財に対する意識の高揚

③民俗資料の収集・保存

④機織りのこころを伝える「裂織りの里　原村」のイメージを高め、住民参加による保存活用

⑤原村の鏝絵（コテエ）の保護と活用

①体育施設の改修や維持補修による利便性の向上

②屋外施設の整備と管理によるサービスの向上

①公園や広場の整備

②広報による公園や広場の利用促進

③生涯学習活動やスポーツ振興との連携による活用促進

④管理の仕組みづくりと安全管理の推進

３．生涯スポーツの普及 ①スポーツイベントや気軽にできるスポーツ教室等の開催

４．社会体育団体･グループ等の育成 ①体育協会、スポーツ推進委員やスポーツ登録団体等の組織強化

①沼津市戸田地区との交流

②地域間交流の検討

③原村人づくり事業を活用した村内産業の発展と国際感覚豊かな人材の育成

④外国人への支援体制の構築

①「原村女性団体連絡協議会」の活動支援の推進

②各種研修機会への参加推進と男女共同参画基本計画の推進

③審議会、委員会等への積極的な参加の促進

①田舎暮らし見学会の拡充

②住宅用地、住宅の確保

③空き家等の利活用

④若者Ｕターン支援事業

⑤広域移住相談体制の構築

２．公園や広場の有効活用

１．社会体育施設の充実

３．文化財の保存と活用

２．遺跡の保存・整備と活用

１．芸術・文化活動の充実

１．地域間交流・国際交流の推進

１．男女共同参画推進体制の整備

２．図書館施設の充実と利用促進

１．生涯学習機会の提供と支援

４．各教育機関の振興と小中学校との連携

３．地域社会との連携による教育の充実

２．教育内容・方法の改善充実

１．学校施設の整備充実

６．家庭教育の充実

５．生涯学習・社会教育施設の充実

４．社会教育関係団体の支援・育成･施設の活
用

３．村づくりを担う人材の育成

７．地域に育つ子どもたち

（第６項）
男女共同参
画の社会づ
くり

2-6

（第７項）
本村への若
い人の流れ
をつくる村
づくり

2-1

（第２項）
豊かな人間
形成をめざ
した教育の
推進

2-2

（第３項）
芸術文化活
動と地域文
化の振興

2-3

2-4

（第５項）
交流による
地域づくり

2-5

1-7

６．消費生活の安全と向上

７．住民相談の充実

（第１
節）人
と自然
を大切
にした
美しく
住みよ
い村づ
くり

（第７項）
安心して暮
らせる村づ
くり

（第１項）
生涯学習の
体系化と機
会の充実

（第４項）
スポーツ・
レクリエー
ション交流
の推進

2-7

（第２
節）人
と文化
を育
み、本
村への
若い人
の流れ
をつく
る村づ
くり

１．移住・定住推進事業



⑥原村版ＣＣＲＣ事業

⑦大学との連携事業

⑧地域おこし協力隊の活用

①各種健診・検診の受診率向上

②乳幼児期からの正しい食生活の普及

③運動の機会の提供と環境整備

④こころの病気を理解しあえる地域づくりの推進

⑤喫煙・飲酒の健康被害の知識の普及

⑥歯科知識の普及啓発

⑦住民主体の健康づくりの推進

①医療機関相互の連携による医療体制の充実

②地域包括ケアの推進

②地域に密着した医療の提供

①生活支援サービスの充実

②地域包括支援センターの機能強化

③地域の支え合いネットワークづくりの推進

④認知症高齢者支援の推進

①健康づくりの推進

②介護予防の推進

③認知症対策の推進

④生きがいづくりの推進

①障がい者に対する理解の促進と人権擁護の啓発

②きめ細やかな相談体制の充実

③住みよい福祉の村づくりの推進

①障がいの早期発見・早期対策と療育・保育・教育の充実

②保健医療サービスの充実

③生活を支える福祉サービスの充実と福祉制度の周知

④就労の促進や社会参加に向けた支援

①相談員の育成

②日常的なサポーターの養成

③出会いイベントの開催

①妊娠・出産・育児の切れ目のない支援の推進と経済的支援の継続

②こころの健康づくりに向けた相談体制の充実

①子育て支援サービスの充実と環境整備

②住民との協働による子育て支援

③子育て家庭への経済的支援の継続

①保育サービスの充実

②子育てに関する学習機会の充実

①補助事業を活用した農道舗装と用排水路の整備

②補助事業の活用と住民協働の両面での、農業用施設の維持管理の推進

③農業近代化施設の利用拡大の推進

①農地の流動化事業による、中核的担い手農家への農地の利用集積と、遊休農地の解消促進

②中山間地域直接支払制度利用による農用地の保全

③農業振興地域整備事業に基づく優良農地の積極的な保全の推進

④市民農園・観光農園・農業体験による遊休農地の利用促進

⑤多面的機能支払による農地の保全と環境保全

⑥有害鳥獣被害防止対策の実施

⑦農業制度資金利子補給及び利子助成事業

①野菜 

②水稲

③花卉・鉢花

④畜産

⑤きのこ

⑥果樹

⑦安全で安心な農産物生産の促進

⑧農産物安値対策事業

⑨野菜花卉作期拡大事業

⑩有機栽培産地確立事業

⑪高温障害対策事業

⑫減肥栽培普及促進事業

⑬食の安全安心対策事業

①労働環境の改善と農業経営の安定化の促進

②農業後継者の育成支援と新規参入者の受入れ体制の整備促進

③認定農業者の育成拡大と、担い手農家、集落営農へのステップアップ

④高齢者や小規模農家が生きがいを持って継続できる農業の推進

⑤農業労働災害の防止活動の推進

⑥青年就農給付金制度の創設

⑦就農支援コーディネーター事業

①農作業受託組合の活用促進による、農作業の軽減と、営農合理化の促進

②集落営農の組織化の推進

③農業青年組織育成事業

①村有林の計画的な整備

②間伐材の有効利用

③間伐の普及・啓発

④間伐後の手入れ方法の検討

⑤公民協働による村有林整備の推進

①工房や農家等の体験施設のネットワーク化と、体験メニューの提案

②ペンションなどの宿泊施設や工房、農家等との連携による体験型・滞在型観光の促進、受入れの

　コーディネート体制の創設

③農産物収穫体験等による新たな観光魅力の付加

④モデルコースの提案と宣伝活動の推進

⑤地域を挙げてのおもてなしの心の醸成

①森林資源を活用した交流の推進

②森林資源を活用し、環境や健康に配慮した観光の促進

①原村版ＤＭＯの研究

②地域資源を活用した滞在型モデルコースの提案・ＰＲ

③各種施設やイベントなどの連携による活性化推進

④観光ガイドの育成

⑤情報ネットワークの構築による総合案内機能の整備やＷi‐Ｆiによる観光情報発信

⑥ホームページなどによる観光情報の発信

⑦観光拠点の強化

⑧魅力的な観光づくりの継続

４．農業後継者の確保・育成と支援

２．農用地の保全と高度利用

１．農業生産基盤の整備と農業近代化施設の
利用促進

１．健康づくりの推進

２．福祉の充実による生活支援と社会参加の
促進

３．農畜産物の振興

２．森林を活用した観光振興

１．在宅生活を継続するための支援

２．地域医療の充実

６．地域林業の振興と森林の育成・有効活用

５．農業生産組織の育成

１．結婚活動のサポート

１．農業と連携した観光振興

１．障がい者に対する理解の推進

４．子育てがしやすい環境づくり

３．子育て支援の推進

２．妊娠・出産・育児の切れ目のない支援

２．高齢者の健康づくりと介護予防の推進

３．観光拠点の再生とネットワークの整備

（第１項）
地域で支え
合い健やか
に生きる

3-1

（第２項）
きめ細やか
な高齢者福
祉の推進

3-2

（第７項）
本村への若
い人の流れ
をつくる村
づくり

（第４項）
結婚・出
産・子育て
できる環境
づくり

3-4

4-1
（第１項）
原村の特色
を生かした
農林業振興

（第３
節）健
康とし
あわせ
を誇れ
る健
康・福
祉・子
育ての
村づく
り

（第４
節）産
業振興
による
魅力・
活力の
ある村
づくり

（第３項）
障がい者の
自立と社会
参加の促進

（第２項）
観光を中心
にした、各
産業間の連
携

4-2

3-3

2-7

（第２
節）人
と文化
を育
み、本
村への
若い人
の流れ
をつく
る村づ
くり

１．移住・定住推進事業



①農産加工施設の整備検討と６次産業化の推進

②農産物直販所の活用と整備の推進

③農産物の販路の拡大

①ホームページや観光キャンペーンなどを活用したPR活動の推進

②宿泊や体験・観光施設を組み合わせたモデルコースの提案・PR

③プラネタリウムの設備や番組の更新

①八ヶ岳観光圏を活用しての着地型旅行商品の企画・販売

②メディアを積極的に活用した観光情報の発信

③インバウンド事業の体制構築及び支援

④キャンペーンなどＰＲ活動協力団体の構築の検討

⑤観光連盟・商工会等の活動支援

①首都圏からの直行バス運行の検討

②ＪＲ各駅からのバスのアクセス便の確保

①経営基盤の強化と規模拡大への支援

②人材育成や技術開発の情報提供及び参加促進の支援

③広域連携の強化による産業活性化支援

④工業技術展等への参加による技術情報の収集及び販路拡大の促進

⑤産学官連携事業の支援

⑥商工会による研修・指導相談体制強化への支援

⑦企業創業支援制度の創設

⑧企業チャレンジ補助金による支援

①情報の把握、収集による、優良企業の村内誘致推進

②原村商工業振興条例による必要な振興措置の実施

③大都市圏の遠隔勤務企業（サテライトオフィス）の誘致

④事務所物件、仲介支援

⑤広域連携の強化による産業活性化支援

①商工会による研修・指導・相談体制の強化への支援

②各種制度資金の活用による経営基盤の安定化

③利便性の高い経営形態や特色のある商品開発等経営力向上の促進

④国・県の活性化支援事業による人材育成等の活性化の促進

①原村産農産物を利用した地域特産品やお土産の研究、商品化の促進

②地場産品を活用した新メニュー開発への支援とＰＲの推進

③原村特産品の認定制度を検討

④米粉普及促進消費拡大事業

①雇用・就職対策の推進

②新規学卒者のための企業ガイダンスの充実

③職業技術の習得と就業の支援

④勤労者向け融資制度の充実と中小企業労働者の福利厚生向上の支援策の検討

⑤雇用や就職のための情報収集や相談窓口設置の検討

①自治組織への加入支援

②集落行動計画策定・推進支援（おらほうの村づくり事業補助金）

③コミュニティ活動の推進と支援

④住民活動団体等の相談窓口の整備

①村づくり生涯学習推進体制の充実

②学習の成果を活かせる機会の提供

①情報の公開・提供の充実

②広報・広聴活動の充実

③村づくり講座の充実

④情報の管理と適正な運用

①ホームページの更新（リニューアル）

②行政手続きのオンライン化

③ＳＮＳを活用した情報発信の充実

④災害発生時における住民向け情報提供サービスの検討

⑤有線放送の加入促進

①事務処理の共同化の推進

②八ヶ岳定住自立圏による地域の活性化

③広域的な観光振興の展開

④諏訪圏域内幹線道路の一体的な整備の促進

⑤中央自動車道の渋滞緩和

⑥リニア中央新幹線開業を見据えた公共交通の研究

⑦中央東線高速化の促進

①住民の利便性が図られる組織の再編

②事務処理・意思決定の迅速化

③効率的な窓口体制の構築

④職員能力の向上と柔軟な職員体制の推進

①実施計画による事務事業の見直し

②行政評価の推進

③民間活力の推進

①計画実現に向けた弾力的・効率的な財政運営の展開

②公平な徴収と適正な受益者負担

③ふるさと納税制度の活用

①公共施設等総合管理計画に沿った施設等の更新

②村債の計画的な借入と公債費負担の抑制

③財政情報の提供と財政運営の透明性の確保

２．財政健全化の取り組みの推進

１．財政の基盤強化と効率的な財政運営の推
進

１．雇用対策の充実

２．他産業との連携による商業の振興

１．農産物の付加価値化

２．高度情報化の推進

１．住民との情報共有と適正な運用

２．優良企業の立地促進

１．企業の支援と育成

２．星・音楽をテーマとした観光ブランド

２．生涯学習を基本とした村づくり

１．住民参画による村づくり

１．商業経営の近代化・活性化の促進

２．事務内容の効率化

１．広域行政による効率化と活性化

１．機能的な組織体制

１．観光推進体制の充実

２．広域の観光交通利用対策

（第４項）
効率的な行
政運営

5-4

4-5

4-4

（第３項）
広域行政の
推進

5-3

（第４
節）産
業振興
による
魅力・
活力の
ある村
づくり

（第４項）
広域連携に
よる観光振
興

（第１項）
公民協働の
村づくりの
推進

5-1

（第２項）
開かれた村
政の推進

5-2

（第６項）
商業・サー
ビス業の振
興

4-6

（第７項）
雇用・勤労
者対策の推
進

4-7

（第３項）
「原村ブラ
ンド」を活
かした観光
振興

4-3

（第５項）
工業振興と
企業誘致

（第５
節）皆
が活躍
できる
持続可
能な村
づくり

（第５項）
健全な財政
運営

5-5



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第１項）すばらしい自然・景観・環境の保全と創出

国 庫 支 出 金 120

県 支 出 金 2,011 109

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 80 1,782 1,000 348 17

国 庫 支 出 金 120

県 支 出 金 109

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 80 1,798 1,000 348 17

国 庫 支 出 金 120

県 支 出 金 109

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 80 1,798 1,000 348 17

村内の繁茂場所におい
て、ボランティアを募
集し駆除作業を行なう

4.1.5

*～継続

2.1.11

村づくり係

H27～継続

4.1.7

③環境維持事業の推進②美しい村づくりへの
取組み

②美しい村づくりへの
取組み

②美しい村づくりへの
取組み

水質検査事業 特定外来植物駆除

事 業 名

地域景観整備事業 美しい村連合事業 美しい村連合事業

具 体 的 な 施 策

29

年

度

30

年

度

（単位：千円）

村内主要5河川32地点で
の水質検査

担 当 係

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

環境係 村づくり係 環境係環境係

４．道路・河川の美化
運動の推進

４．道路・河川の美化
運動の推進

２．美しい景観の保全
と創出

２．美しい景観の保全
と創出

２．美しい景観の保全
と創出

施 策

－

景観と村づくりの会に
よる景観整備を図る

「日本で最も美しい
村」連合への加盟に伴
う連合及び加盟のPR活
動、住民主体で地域資
源である「豊かな自然
と農地が調和した農村
景観」等を守っていく
ための組織づくり

おらほうの村づくり事
業
（景観・美化事業分）
地域や団体による景
観・美化活動への補助
経費の4分の3以内、上
限100万円

H14～継続

予算科目（款･項･目）

④外来種の駆除

実 施 内 容

総 事 業 費

28～30年度事業費計

2.1.11 2.1.11

28

年

度

実 施 期 間 *～継続

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（ 交 付 金 ・ 補 助 金
及び起債等の名称）

元気づくり支援金活用
事業として総務課・教
育課・建設水道課にま
たがる
・総務費1,798,000円
・図書館費1,700,000円
・建設水道課294,960円

元気づくり支援金

3,000

126

126

村内主要5河川32地点で
の水質検査

村内の繁茂場所におい
て、ボランティアを募
集し駆除作業を行なう

村内主要5河川32地点で
の水質検査

378

・会議、講演会ほか
・連合ﾛｺﾞﾏｰｸPR
・総会、視察研修
・環境美化活動

村内の繁茂場所におい
て、ボランティアを募
集し駆除作業を行なう

200 3,793

1,044

村内主要5河川32地点で
の水質検査

348

・会議、講演会ほか
・連合ﾛｺﾞﾏｰｸPR
・総会、視察研修
・環境美化活動

おらほうの村づくり事
業
（景観・美化事業分）

1,000

景観と村づくりの会に
よる景観整備を図る

財
源
内
訳

財
源
内
訳

村内の繁茂場所におい
て、ボランティアを募
集し駆除作業を行なう

200 1,798 1,000 348

126348

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

*～継続

景観と村づくりの会に
よる景観整備を図る

おらほうの村づくり事
業
（景観・美化事業分）

1,000200 1,798

おらほうの村づくり事
業
（景観・美化事業分）

600

・会議、講演会ほか
・連合ﾛｺﾞﾏｰｸPR
　看板、ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰﾊﾞｯｸﾞ
・総会、視察研修
・環境美化活動

7,389

景観と村づくりの会に
よる景観整備を図る

－



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事 業 名

具 体 的 な 施 策

29

年

度

30

年

度

担 当 係

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

総 事 業 費

28～30年度事業費計

28

年

度

実 施 期 間

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（ 交 付 金 ・ 補 助 金
及び起債等の名称）

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第１項）すばらしい自然・景観・環境の保全と創出

4,920

4,920

2,000 532 4,920 2,240

5,364

5,364

2,000 532 5,364 2,450

5,364

5,364

2,000 532 5,364 2,450

2,000 532 16,092 2,450

村道等の支障木の伐採 不法投棄された廃棄物
の回収処理

高度処理型浄化槽設置
に係る費用への補助

浄化槽放流水を敷地内
で処理するための排水
処理施設（トレンチ）
設置に係る費用への補
助

2,000 532 16,092 2,450

村道等の支障木の伐採 不法投棄された廃棄物
の回収処理

高度処理型浄化槽設置
に係る費用への補助

浄化槽放流水を敷地内
で処理するための排水
処理施設（トレンチ）
設置に係る費用への補
助

2,000 532 14,760 2,240

村道等の支障木の伐採 不法投棄された廃棄物
の回収処理

高度処理型浄化槽設置
に係る費用への補助

浄化槽放流水を敷地内
で処理するための排水
処理施設（トレンチ）
設置に係る費用への補
助

6,000 1,596 46,944 7,140

環境係 環境係 環境係

*～継続 *～継続 H7～継続 H7～継続

道路等の交通の支障と
なる立木の伐採を計画
的に行う。

不法投棄された廃棄物
の回収処理

高度処理型浄化槽設置
に係る費用への補助

浄化槽放流水を敷地内
で処理するための排水
処理施設（トレンチ）
設置に係る費用への補
助

7.1.2 4.2.1 4.1.7 4.1.7

（単位：千円）

５．環境にやさしい公
共事業

６．公害対策 ６．公害対策 ６．公害対策

村道等支障木伐採業務 不法投棄物処理 合併処理浄化槽設置補
助金交付事業

排水処理施設設置補助
金交付事業

②道路の支障木の伐採 ②ごみの不法投棄、屋
外焼却の撲滅をめざし
ての監視体制の強化と
住民への意識啓発

その他 その他

建設係



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第２項）持続可能な「循環型社会」の創出

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,832 160 3,062 4,425

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,832 160 3,062 4,425

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,832 160 3,062 4,425

4,425

可燃物の削減のため、
庭の手入れ等で出る枝
木等の剪定木をチップ
化し、再利用を促進。

4,425

可燃物の削減のため、
庭の手入れ等で出る枝
木等の剪定木をチップ
化し、再利用を促進。

4,425

可燃物の削減のため、
庭の手入れ等で出る枝
木等の剪定木をチップ
化し、再利用を促進。

62,009

不燃物・粗大ごみ・資
源ビンの収集運搬、資
源化処理及びし尿処理
施設、粗大ごみ処理施
設、最終処分場の運営

13,275 186,027

4.2.1

S49～継続

不燃物・粗大ごみ・資
源ビンの収集運搬、資
源化処理及びし尿処理
施設、粗大ごみ処理施
設、最終処分場の運営

１．ごみの排出抑制と
リサイクル

１．ごみの排出抑制と
リサイクル

庭木等の剪定木破砕
チップ化事業

資源物の選別保管・再
資源化処理

環境係

①広域体制によるごみ
処理施設建設の検討

資源物分別収集事業生ごみ減量化等推進事
業

環境係

南諏衛生施設組合負担
金

１．ごみの排出抑制と
リサイクル

２．ごみ処理体制の広
域化

（単位：千円）

⑤3R（発生抑制、再使
用、再利用）運動の推
進

環境係

⑤3R（発生抑制、再使
用、再利用）運動の推
進

環境係

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

環境係

5,832

資源物の収集運搬

資源物の収集運搬

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

資源物の収集運搬

H23～継続

5,832

5,832

28

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

H22～継続 H23～継続

48017,496

家庭から排出される生ごみ
の減量化

9,186

資源物の選別保管・再
資源化処理

家庭から排出される生ごみ
の減量化

160 3,062

H23～継続

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

１．ごみの排出抑制と
リサイクル

予算科目（款･項･目） 4・2・1

資源物の収集運搬

資源物分別収集事業

家庭から排出される生ごみ
の減量化

・生ごみ処理機：購入費の
1/2以内、20,000円上限。
・コンポスト：購入費の
1/2以内。

③生ごみの自家処理の
推進と堆肥化の推進

①ごみの分別排出の徹
底とごみ排出抑制に対
する住民意識の啓発

可燃物の削減のため、
庭の手入れ等で出る枝
木等の剪定木をチップ
化し、再利用を促進。

4.2.14.2.1 4.2.1

62,009

62,009

62,009

62,009

62,0093,062

不燃物・粗大ごみ・資
源ビンの収集運搬、資
源化処理及びし尿処理
施設、粗大ごみ処理施
設、最終処分場の運営

3,062160

不燃物・粗大ごみ・資
源ビンの収集運搬、資
源化処理及びし尿処理
施設、粗大ごみ処理施
設、最終処分場の運営

資源物の選別保管・再
資源化処理

家庭から排出される生ごみ
の減量化

160

資源物の選別保管・再
資源化処理



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

予算科目（款･項･目）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第２項）持続可能な「循環型社会」の創出

49,728

49,728 10,563

49,728

10,563

可燃ごみの収集運搬

10,563

可燃ごみの収集運搬可燃ごみの収集運搬

10,563

可燃ごみの収集運搬

49,728

可燃ごみの焼却施設運
営

31,689149,184

*～継続

可燃ごみの収集運搬可燃ごみの焼却施設運
営

4.2.1

H11～継続

4.2.1

可燃ごみの収集運搬事
業

その他

環境係

①広域体制によるごみ
処理施設建設の検討

環境係

（単位：千円）

２．ごみ処理体制の広
域化

２．ごみ処理体制の広
域化

諏訪南行政事務組合負
担金（可燃ごみ焼却施
設）

10,563

10,563

49,728

49,728

可燃ごみの収集運搬



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第３項）地球温暖化防止対策

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 4,000 60 1,298

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 4,000 60 98

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 4,000 60 98

28

年

度

29

年

度

１．新エネルギー利用
の促進及び省エネル
ギーへの取組み

総 事 業 費 － －

①再生可能エネルギー
の導入促進・省エネル
ギーの推進

①再生可能エネルギー
の導入促進・省エネル
ギーの推進

①再生可能エネルギー
の導入促進・省エネル
ギーの推進

１．新エネルギー利用
の促進及び省エネル
ギーへの取組み

１．新エネルギー利用
の促進及び省エネル
ギーへの取組み

太陽光発電システム設
置補助金交付事業

エネルギー対策推進事
業

エネルギー対策推進事
業

施 策

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

（単位：千円）

担 当 係

実 施 期 間

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

環境係 村づくり係 村づくり係

28～30年度事業費計

事 業 名

180

再生可能エネルギーを
活用するシステムの設
置を支援することで、
地球環境の保全やエネ
ルギーの安定供給の確
保を図り、環境にやさ

実 施 内 容

事 業 費

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

4,000 60

具 体 的 な 施 策

H24～継続 H27～継続 H24～継続

12,000

実 施 内 容

予算科目（款･項･目） 2.1.11 2.1.11 2.1.11

再生可能エネルギーを
活用するシステムの設
置を支援することで、
地球環境の保全やエネ
ルギーの安定供給の確
保を図り、環境にやさ
しい村づくりを推進す
る。

薪割機貸付 EV自動車用充電器の管
理

1,298

再生可能エネルギーを
活用するシステムの設
置を支援することで、
地球環境の保全やエネ
ルギーの安定供給の確
保を図り、環境にやさ

薪割機貸付 EV自動車用充電器の管
理
・保守管理
・課金装置設置工事

1,494

薪割機貸付 EV自動車用充電器の管
理
・保守管理

4,000 60 98

再生可能エネルギーを
活用するシステムの設
置を支援することで、
地球環境の保全やエネ
ルギーの安定供給の確
保を図り、環境にやさ

薪割機貸付 EV自動車用充電器の管
理
・保守管理

4,000 60 98



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第４項）水資源の確保・保全と上下水道の整備

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 56,000 28,000 36,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 60,000 56,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 50,000 56,000 13,000

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

配水管布設替
（中新田地区）

給水管の鉛管からポリ
エチレン管への取替

配水池緊急遮断弁設置

事 業 費 50,000 56,000 13,000

財
源
内
訳

事 業 費 60,000 56,000

29

年

度

実 施 内 容

送水管布設替
（原山地区）

給水管の鉛管からポリ
エチレン管への取替

財
源
内
訳

事 業 費 56,000 28,000 36,000

28

年

度

実 施 内 容

給水管の鉛管からポリ
エチレン管への取替

水道施設監視装置更新 下水道施設集中監視シ
ステム再構築

財
源
内
訳

28～30年度事業費計 110,000 168,000 28,000 13,000 36,000

総 事 業 費 28,000 26,000 36,000

水道事業会計 水道事業会計 水道事業会計 水道事業会計

実 施 期 間 H14～継続 H22～継続 H28 H30～H34 Ｈ28

予算科目（款･項･目） 水道事業会計

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

送配水管布設替
（ビニール管）
Ｌ＝18㎞

給水管の鉛管からポリ
エチレン管への取替

水道施設（水源・配水
池）の集中監視システ
ム構築

配水池緊急遮断弁設置 下水道施設集中監視シ
ステム再構築

事 業 名

上水道事業 上水道事業 上水道事業 上水道事業 下水道事業

②老朽管の布設替えの
実施

③災害に強い水道設備
の整備

③災害に強い水道設備
の整備

④健全経営の推進

担 当 係 上下水道係 上下水道係 上下水道係 上下水道係 上下水道係

具 体 的 な 施 策

②老朽管の布設替えの
実施

（単位：千円）

項 目

施 策

２．給水施設の整備と
施設の有効利用

２．給水施設の整備と
施設の有効利用

２．給水施設の整備と
施設の有効利用

２．給水施設の整備と
施設の有効利用

４．下水道事業の運営
管理



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

29

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

28

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

28～30年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第４項）水資源の確保・保全と上下水道の整備

3,400 5,000 31,500 2,900

11,000 5,700 35,400 2,900

6,500 5,700 35,400 2,900

2,900

諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理】
負担金

管路調査及び管路修理分杭北マンホールポン
プ1号・2号交換、配管
類交換

諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設

6,500 5,700 35,400

諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理】
負担金

管路調査及び管路修理

11,000 5,700 35,400 2,900

文化園下マンホールポ
ンプ1号・2号交換、配
管類交換

諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設

諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理】
負担金

管路調査及び管路修理

3,400 5,000 31,500 2,900

八ツ手下マンホールポ
ンプ1号・2号交換、配
管類交換

諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設

20,900 16,400 102,300 8,700

水道事業会計水道事業会計 水道事業会計 水道事業会計

H18～継続 S60～継続 S63～継続 H15～継続

マンホールポンプ交換 諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設

流域維持管理負担金 管路調査及び管路修理

下水道事業 流域下水道事業 下水道事業

④健全経営の推進④健全経営の推進 ④健全経営の推進 ④健全経営の推進

下水道事業

上下水道係 上下水道係 上下水道係 上下水道係

（単位：千円）

４．下水道事業の運営
管理

４．下水道事業の運営
管理

４．下水道事業の運営
管理

４．下水道事業の運営
管理



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000 25,500 2,800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000 24,000 3,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000 3,000 5,000 24,000 3,000

5,000

測量設計

茅野市との調整により
補助事業の検討

測量設計

3,000

道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

道路台帳補正業務

3,000

砕石等の道路維持資材
の支給

5,000 24,000

5,000 24,000 3,000

道路台帳補正業務 砕石等の道路維持資材
の支給

道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

道路台帳補正業務

5,000

道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

25,500 2,800

7.1.3 7.1.3 7.1.1 7.1.2

*～継続

7.1.2

*～継続

未改良区間の整備によ
り利便性が向上する。
L=100m W=7.0m

道路情報の更新･整理を
行い、道路行政の計画
的施行を実現する。

5,000

20,000

15,000 73,500

H30～H32 H15～継続

（単位：千円）

③村道の計画的な整備
の促進

道路維持補修工事

建設係

③村道の計画的な整備
の促進

建設資材等支給事業

建設係

③村道の計画的な整備
の促進

②中央道側道の拡幅改
良

砕石等の道路維持資材
の支給

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

①茅野市、ＪＲ青柳駅
へつながる道路の拡幅
改良（御狩野判之木
線）

村道6187号線(判之木御
狩野線)道路改良事業

道路台帳補正業務

建設係

道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

区等に砕石等建設資材
を支給することにより
住民参加型の道路整備
を推進する。

H30～H32

建設係

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

村道2012号線(中央道側
道)道路改良事業

建設係

未改良区間の整備によ
り青柳駅方面へのアク
セスが円滑化する。
L=70m W=5.5m

23,000

3,000 8,800

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

担 当 係

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

担 当 係

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備

36,800 32,200

2,880 41,220

560

320 4,580 10,640

125

2,375

25

475 5,000

500

社会資本整備総合交付
金
公共事業等債

社会資本整備総合交付
金
公共事業等債

補助事業を検討

用地補償

5,000

2,500

測量設計

測量設計

改良舗装工事 L=480m 切削オーバーレイ工事
L=2,500m

電柱移転補償
改良舗装工事 L=90m

40,000

7.1.3

11,20078,000

10,000

40,000 78,000 11,200 3,000

120,000 78,000 14,723

7.1.3

H24～H28 H28 H26～H28 H29～H31

7.1.3

広河原線の整備を行う
ことにより、利便性の
向上と観光資源の活用
を図る。
L=1,500m W=5.0m

道路改良により、地域
住民の利便性を図る。
L=180m W=5.0m

7.1.3

道路改良により、地域
住民の利便性を図る。
L=90m W=4.0m

H30～H32

7.1.3

２．村道の維持管理と
整備促進

③村道の計画的な整備
の促進

村道4552号線(中学校
下)改良舗装工事

③村道の計画的な整備
の促進

都市再生整備事業
村道9002号線(広河原
線)改良舗装工事

村道4006号線(大久保村
中)改良舗装工事

建設係 建設係 建設係

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

③村道の計画的な整備
の促進

都市再生整備事業
村道2007号線(エコーラ
イン)切削オーバーレイ
工事

道路改良により、地域
住民の利便性を図る。
L=70m W=4.0m

建設係

③村道の計画的な整備
の促進

観光道路としても利用
度が高い当路線の舗装
の機能改善を図る。
L=2,500m W=7.5m

建設係

村道4555号線(イツミ
下)改良舗装工事

25,000

5,000

２．村道の維持管理と
整備促進

③村道の計画的な整備
の促進

（単位：千円）



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

担 当 係

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備

385 10

7,315 190

250 700

4,750 13,300 6,700

865 125 50

16,435 2,375 1,500 950
地元要望、関連区等意
見等検討中

改良舗装工事 L=130m
電柱移転補償

測量設計 用地補償

17,300 2,500 1,500

6,7005,000 14,000

用地等補償 用地等補償

改良舗装工事 L=140m用地等補償

7,700 200

7.1.3

道路改良により、地域
住民の利便性を図る。
L=130m W=4.0m

道路改良により、地域
住民の利便性を図る。
L=110m W=4.0m

道路改良により、地域
住民の利便性を図る。
L=140m W=4.0m

道路改良により、地域
住民の利便性を図る。
L=200m W=5.0m

7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.3

H27～H30

建設係 建設係 建設係 建設係

村道5083号線(八ﾂ手中
村道)改良舗装工事

村道5440号線(はなみず
きの里北)改良舗装工事

H30～H32 H27～H29 H29～H31

村道6004号線及び6010
号線(保育園東)改良舗
装工事

村道6388号線(オートパ
ル富士見北)改良舗装工
事

35,000 12,000 16,700 25,000

30,000 2,500 14,200 8,200

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

２．村道の維持管理と
整備促進

③村道の計画的な整備
の促進

（単位：千円）

認定外道路(深山の里
奥)橋梁架設工事

芳原川への橋梁架設に
より袋路を解消し、地
域住民の利便性を図
る。
橋梁架設関連 L=50m

建設係

H30～H33

20,000

1,000

調査費

1,000



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

担 当 係

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備

5,400 27,600

16,500

3,600 1,900 13,000

9,000 7,200

4,300

6,000 500 13,000

3,000 42,000

25,200

2,000 2,800 3,000 13,000
社会資本整備総合交付
金(防災･安全)

社会資本整備総合交付
金(防災･安全)
公共事業等債

社会資本整備総合交付
金(防災･安全)
公共事業等債

橋梁詳細設計

橋梁定期点検 27橋 橋梁修繕 3橋

7.1.3 7.1.3

橋梁点検結果と地元要
望を精査し、必要な措
置をとる。

村道4270号線菖蒲沢2号
橋

7.1.3

⑤橋梁長寿命化修繕計
画に基づいた橋梁の保
全

２．村道の維持管理と
整備促進

村道4270号線菖蒲沢2号
橋架け替え工事

3,000

35,000

（単位：千円）

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

２．村道の維持管理と
整備促進

３．交通安全と道路環
境の整備

④道路等の老朽化対策 ⑤橋梁長寿命化修繕計
画に基づいた橋梁の保
全

⑤橋梁長寿命化修繕計
画に基づいた橋梁の保
全

②安定的・継続的な除
雪体制の確保

建設係

防災･安全交付金事業
橋梁定期点検

防災･安全交付金事業
NEXCO跨道路橋修繕工事

防災･安全交付金事業
村道7080号線(ペンショ
ン農場線)弓振15号橋架
け替え工事

村道除雪委託
村道融雪剤散布委託

義務化されている道路
橋の定期点検を計画的
に行い、適切な修繕計
画等を構築する。
橋梁定期点検 100橋

橋梁点検により早急に
対策すべきものについ
て、対策する。

村道3096号線大早塩水
橋他2橋

橋梁点検により早急に
対策すべきものについ
て、対策する。

村道7080号線弓振15号
橋

村道の除雪と融雪剤の
散布を効果的に行い、
冬季の交通に対応す
る。

建設係建設係 建設係 建設係

7.1.2

H28～H30 H27～H28 H25～H31 *～継続

7.1.3

H30～H33

29,000 64,000 90,000

29,000 46,000 82,000 39,000

村道除雪委託
村道融雪剤散布委託

9,000 46,000 13,000

村道除雪委託
村道融雪剤散布委託

12,000 13,000

橋梁長寿命化修繕計画
の見直し

橋梁工事 村道除雪委託
村道融雪剤散布委託

5,000 70,000 13,000

調査費

定期点検結果等踏まえ
て検討

3,000

15,000

橋梁定期点検 71橋



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

担 当 係

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備

15,094

15,094 2,000

15,094

公共交通推進事業 中央道バス停駐車場整
備工事

茅野市・原村地域公共
交通総合連携計画に基
づく運行実施・評価

適切に駐車場を確保す
る。

2.1.11 7.1.3

４．公共交通の充実 ４．公共交通の充実

②他の公共交通との連
携の検討

③高速バス利用者用の
駐車場整備

村づくり係 建設係

15,094

H22～継続 H29

2,000

本運行、計画、評価
・原村循環線（通学通
勤支援便・循環線）
・穴山・原村線

駐車場整備

15,094 2,000

本運行、計画、評価
・原村循環線（通学通
勤支援便・循環線）
・穴山・原村線

45,282 2,000

本運行、計画、評価
・原村循環線（通学通
勤支援便・循環線）
・穴山・原村線

（単位：千円）

15,094

「地域公共交通確保維
持改善計画」国庫補助
金は、運行事業者が直
接申請。



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第７項）安心して暮らせる村づくり

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 6,200 5,900

そ の 他 2,568

一 般 財 源 2,300 4,123,325 96 3,564

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 6,200

そ の 他

一 般 財 源 2,300 9,250,210

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 6,200

そ の 他

一 般 財 源 2,300 9,124,625 100,000

（単位：千円）

項 目

施 策

１．消防力の強化 １．消防力の強化 ３．防災体制・対策強
化

３．防災体制・対策強
化

３．防災体制・対策強
化

具 体 的 な 施 策

③消防車両の更新 その他

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

小型動力ポンプ付き積
載車1台

高機能指令センター整
備及び消防救急でデジ
タル無線整備
（負担金支出先：諏訪
広域連合）

災害時に安定した通信
を確保するため、地域
衛星通信ネットワーク
を利用した衛星系無線
通信装置を更新する。

現行の原村防災行政無
線（移動系/アナログ方
式）をデジタル方式に
更新する。

役場庁舎は指定避難所
に指定していることか
ら、３階トイレの洋式
化により避難者の負担
軽減を図る。

②連携体制の強化 ②連携体制の強化 ③防災対策の強化

事 業 名

消防団ポンプ車等更新
事業

高機能指令センター整
備及び消防救急でデジ
タル無線整備

長野県衛星系防災行政
無線更新事業

原村防災行政無線デジ
タル化事業

担 当 係 消防係 消防係 総務係 総務係 総務係

役場庁舎３階トイレ改
修事業

8.1.5

実 施 期 間 H28～H31 H28～H31 H28

予算科目（款･項･目） ８・１・３ ８．１．１ 8.1.5

H28

2.1.5

28～30年度事業費計 25,500 22,498,160 8,564

総 事 業 費 34,000 73,965,093 8,564

H30

100,000

100,000

3,564

3,564

改修場所　庁舎３階トイレ
　男子トイレ　１か所
　女子トイレ　２か所
　女子トイレ洗面台
　付帯工事

28

年

度

実 施 内 容

小型動力ポンプ付き積載車
１台（八ツ手）

負担金支出 衛星系防災行　政無線
の更新
　事業費　17,126千円
　負担割合
　　　　県1/2、村1/2

事 業 費 8,500 4,123,325

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

小型動力ポンプ付き積
載車１台（柏木）

負担金支出

8,564 3,564

財
源
内
訳

事 業 費 8,500 9,250,210

原村防災行政無線のデ
ジタル化
　基地局　　 1局
　携帯型　　10局
　車載型　　20局

30

年

度

実 施 内 容

小型動力ポンプ付き積
載車１台（中新田　公
民館前）

負担金支出

事 業 費 8,500 9,124,625

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

緊急防災・減災事業債
　5,900千円
(公財)長野県市町村振
興協会補助金
　2,568千円

100,000



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

項 目

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

28～30年度事業費計

総 事 業 費

28

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

30

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

（第７項）安心して暮らせる村づくり

65 300

33 150

32 150 6,000

96 600

48 300

48 300

96 600

48 300

48 300

⑤住宅等建築物の耐震
診断・耐震改修の促進

⑤住宅等建築物の耐震
診断・耐震改修の促進

①危険箇所の把握と出
水後のパトロールの実
施

（単位：千円）

３．防災体制・対策強
化

３．防災体制・対策強
化

５．治山事業と河川改
修の推進

環境係 環境係 建設係

耐震診断を行なうこと
により、地震に対する
建築物の安全性に関す
る意識の啓発及び耐震
改修の実施の促進を図
り、地震による住宅の
倒壊の被害を防止する

地震に対する建築物の
安全性の向上を図るこ
とにより災害に強い村
づくりの推進を図る

道路との兼用護岸を改
修し、安全を図る。

ブロック積護岸工
L=30m

木造住宅耐震診断事業 住宅耐震改修事業 河川管理工事 芳原川
(中新田北溜西)

H15～継続 H15～継続 H28

8.1.5 8.1.5 7.2.1

514 3,000 6,000

6,000

耐震診断を行なうこと
により、地震に対する
建築物の安全性に関す
る意識の啓発及び耐震
改修の実施の促進を図
り、地震による住宅の

地震に対する建築物の
安全性の向上を図るこ
とにより災害に強い村
づくりの推進を図る

ブロック積護岸工
L=30m

130 600 6,000

192 1,200

耐震診断を行なうこと
により、地震に対する
建築物の安全性に関す
る意識の啓発及び耐震
改修の実施の促進を図
り、地震による住宅の

地震に対する建築物の
安全性の向上を図るこ
とにより災害に強い村
づくりの推進を図る

耐震診断を行なうこと
により、地震に対する
建築物の安全性に関す
る意識の啓発及び耐震
改修の実施の促進を図
り、地震による住宅の

地震に対する建築物の
安全性の向上を図るこ
とにより災害に強い村
づくりの推進を図る

192 1,200



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村への若い人の流れをつくる村づくり

（第１項）生涯学習の体系化と機会の充実

5,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000 1,343 60,200

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 30,737 5,000 1,976

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 132,820 5,000 1,976

２．図書館施設の充実
と利用促進

図書館

２．図書館施設の充実
と利用促進

図書館

②諏訪広域図書館情報
ネットワークシステム
の充実及び定住自立圏
との連携

図書館情報ネットワー
ク

原村図書館増築工事 図書資料購入

諏訪広域６市町村の図
書館間での相互貸借を
行い、資料の有効活用
を図ると共に利用者の
幅広いニーズに応える
　また、北杜市との連
携を深め、利用者の回
遊を促す。

２．図書館施設の充実
と利用促進

図書館

①図書館の施設・環境
の整備（幅広い資料の
収集、ネットワークの
充実、居心地の良い環
境づくり）

9.4.4

30,737

30,737

132,820

現在97,000冊余りの図
書資料があり、当初の
予定収蔵数50,000点を
大きく上回っている。
廃棄できない地域資料
が増加傾向。閲覧席も
４席しかなく全く需要
を満たせない。

平成30年度

9.4.4

①図書館の施設・環境
の整備（幅広い資料の
収集、ネットワークの
充実、居心地の良い環
境づくり）

図書館

２．図書館施設の充実
と利用促進

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

実 施 内 容

担 当 係

予算科目（款･項･目）

28

年

度

事 業 費

施 策

具 体 的 な 施 策

実 施 期 間

事 業 名

29

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

1,343

5,295

図書資料購入

設計　　　　　　1,080
設計監理　　　　　540
工事費　　　　 29,117

総 事 業 費

図書資料購入 システム使用料

5,000事 業 費 30,737

財
源
内
訳

5,295

システム使用料

28～30年度事業費計

1,976

15,000132,820

財
源
内
訳

設計       　   8,100
設計監理　　　　3,456
工事費　　　　121,264

5,000132,820 1,976

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

システム使用料図書資料購入

事 業 費

原村図書館外壁補修工
事

建築後15年以上を経過
し、外壁タイル及びモ
ルタルが壁面本体から
剥離している箇所があ
る。地震がきた際には
崩落する恐れがあり、
早急な対応が必要であ
る。

平成29年度 ～平成30年度

幅広い資料を収蔵し、
６市町村のネットワー
クを活用し、ニーズに
あった資料提供を行う

9.4.4

15,000

①図書館の施設・環境
の整備（幅広い資料の
収集、ネットワークの
充実、居心地の良い環
境づくり）

9.4.4

～平成30年度

生涯学習係

60,200

9.4.2

４．社会教育関係団体
の支援・育成･施設の活
用

中央公民館改修工事

（単位：千円）

中央公民館改修事業

②学習成果の継続支援

60,200

H28

中央公民館改修事業
工事費    58,400
工事監理   1,800

60,200



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（第２項）豊かな人間形成をめざした教育の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 7,000 17,500 11,340

国 庫 支 出 金 15,750 5,000

県 支 出 金

地 方 債 29,300

そ の 他

一 般 財 源 5,440 12,080

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

（単位：千円）

項 目

施 策

１．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充
実

１．学校施設の整備充
実

担 当 係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係

具 体 的 な 施 策

④小・中学校の図書や教
材、教具等の整備充実

原小学校改修工事 原中学校ｸﾞﾗﾝﾄﾞ改修工事 原小学校天井脱落対策 原中学校体育館照明等
脱落防止対策

④小・中学校の図書や教
材、教具等の整備充実

④小・中学校の図書や教
材、教具等の整備充実

④小・中学校の図書や
教材、教具等の整備充
実

④小・中学校の図書や
教材、教具等の整備充
実

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

原小学校ﾌﾟｰﾙｻｲﾄﾞの石舗
装が傷み、ゴムマットで
対応したが損傷が激し
く、耐久性に優れた高遮
熱ゴムチップ舗装を施工
して児童らの足を保護す
る。

教室棟廊下壁が老朽化し
、内壁にクラックが入っ
た。断熱材が入っていな
いため冬季に結露して
廊下に水が溜まり危険な
ため改修する。

草地化した校庭の草を
除去し、砂を入れて安全
対策と環境整備を図る。

平成25年8月建築基準法
改正による非構造部材
（吊り天井）脱落防止
対策

原中学校体育館照明等
脱落防止対策

事 業 名

原小学校ﾌﾟｰﾙｻｲﾄﾞ高遮熱
ゴムチップ舗装工事

9.1.3 9.1.3 9.1.3 9.1.3 9.1.3

実 施 期 間 H28 H28 H28 H29 H29

予算科目（款･項･目）

総 事 業 費 7,000 17,500 11,340 50,490 17,080

財
源
内
訳

28～30年度事業費計 7,000 17,500 11,340 50,490 17,080

事 業 費 7,000 17,500 11,340

実 施 内 容

原小学校ﾌﾟｰﾙｻｲﾄﾞ高遮熱
ゴムチップ舗装工事
450㎡

管理棟改修　8,000
教室棟改修　7,000
玄関工事　　2,500

財
源
内
訳

グランド内3,075㎡と外
4,925㎡、グランド内は
転圧して３㎝厚平均の
砂を入れて均し転圧

29

年

度

実 施 内 容

原小学校体育館天井脱
落対策
実施設計　2,160
工事　　 47,250
監理業務　1,080

28

年

度

事 業 費 50,490

原中学校体育館照明等
脱落防止対策
工事　　　16,000
管理業務　 1,080

17,080

国庫支出金学校施設環
境改善交付金 1/3
起債　90%

国庫支出金学校施設環
境改善交付金
防災機能強化

実 施 内 容

30

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

項 目

施 策

担 当 係

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

総 事 業 費

財
源
内
訳

28～30年度事業費計

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

28

年

度

事 業 費

実 施 内 容

30

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（第２項）豊かな人間形成をめざした教育の推進

1,709 5,250 3,000 6,394 5,573

1,709 6,459 3,000 6,394 5,573

1,709 6,459 3,000 6,394 5,573

（単位：千円）

２．教育内容・方法の
改善充実

２．教育内容・方法の
改善充実

１．学校施設の整備充
実

１．学校施設の整備充
実

２．教育内容・方法の
改善充実

④小・中学校の図書や
教材、教具等の整備充
実

④小・中学校の図書や
教材、教具等の整備充
実

②小学校T・T講師、中
学校ALT講師の継続と中
学校T・T制の導入

②小学校T・T講師、中
学校ALT講師の継続と中
学校T・T制の導入

⑤中学生による国際交
流の推進

総務・学校教育係 総務・学校教育係総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係

原小学校教育用パソコ
ン入替

原小・中学校教育教務
用パソコン入替

原小学校AET派遣 中学校T・T制の導入 中学校AET講師派遣業務
委託

中学校少人数集団で
の、きめ細かな教育を
推進する。

AETを派遣し、生徒の英
語力を向上させ、国際
感覚を持った人材の育
成を図る。

H19年8月に導入し7年ﾘ-
ｽ期間がH26年7月末まで
であるが　winXPのｻﾎﾟ-
ﾄが4月9日に終了するの
で、4ケ月早めて4月に
ﾊﾟｿｺﾝ教室のﾊﾟｿｺﾝ38台
の入れ替えをする。

原小・中学校教育教務
用パソコン入替
Ｈ22年2･3月に学校ICT
整備事業で購入したPC
が小学校教師用23台、
中学校PC教室42台、教
師用19台の入替え

新学習指導要領に伴う
小学校英語教育指導の
充実強化及び保・小連
携を深めるためのAET
による「英語遊び」の
導入

H26～31 H28～34 H28～継続

9.2.1 9.3.1 9.3.1 9.3.2 9.3.2

*～継続 H13～継続

19,182 16,7195,127 18,168 9,000

10,257 38,754 - - -

1,709 5,250 3,000 6,394 5,573

6,394 5,573

AET講師の派遣H26.4に6年ﾘ-ｽで導入す
る。
131,900×1.08=142,452
円/月

H28.4に6年リースで導
入する。

AET講師派遣 村費講師２名の雇用

ﾘ-ｽ料　142,452円/月 AET講師派遣 村費講師２名の雇用 AET講師の派遣

1,709 6,459 3,000

村費講師２名の雇用 AET講師の派遣ﾘ-ｽ料　142,452円/月 AET講師派遣

1,709 6,459 3,000 6,394 5,573



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

項 目

施 策

担 当 係

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

総 事 業 費

財
源
内
訳

28～30年度事業費計

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

28

年

度

事 業 費

実 施 内 容

30

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（第２項）豊かな人間形成をめざした教育の推進

400

2,392 12,075 17,627

400

2,392 12,075 17,627

400

2,392 12,075 17,627

（単位：千円）

３．地域社会との連携
による教育の充実

３．地域社会との連携
による教育の充実

３．地域社会との連携
による教育の充実

⑦地元食材提供団体と
小中学校の交流促進や
地産地消事業の支援

⑥放課後における子ど
もの自主的活動への支
援

総務・学校教育係 総務・学校教育係生涯学習係

⑦地元食材提供団体と
小中学校の交流促進や
地産地消事業の支援

中学校給食調理業務委
託

小学校給食調理業務委
託

放課後子ども教室の運
営

中学校給食調理業務委
託

小学校給食の調理業務児童の放課後における
安全安心な居場所を確
保し、自主的な活動を
通じて、自主性、社会
性、創造性を育む場所
とする。

9.3.3 9.2.39.4.1

H13～継続 H19～継続H19～継続

8,376

- -8,376

36,225 52,881

12,075 17,627

小学校登校日に開設す
る放課後子ども教室
「原っ子広場」の運営

中学校給食調理業務委
託

小学校給食の調理業務
委託

小学校登校日に開設す
る放課後子ども教室
「原っ子広場」の運営

中学校給食調理業務委
託

小学校給食の調理業務
委託

12,075 17,627

2,792

2,792

2,792

小学校登校日に開設す
る放課後子ども教室
「原っ子広場」の運営

中学校給食の調理員委
託

小学校給食の調理業務
委託

12,075 17,627

放課後子ども教室推進
事業補助金



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村への若い人の流れをつくる村づくり

（第３項）芸術文化活動と地域文化の振興

国 庫 支 出 金 4,370

県 支 出 金 262

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 14,329 9,278 376 4,108

国 庫 支 出 金 1,920 4,370

県 支 出 金 262

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 11,829 10,164 5,277 4,108 19,170

国 庫 支 出 金 4,370

県 支 出 金 262

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 11,829 30,580 4,108 373,027

２．遺跡の保存・整備
と活用

１．芸術・文化活動の
充実

１．芸術・文化活動の
充実

八ヶ岳美術館改修工事 国史跡阿久遺跡用地買
い上げ事業

③八ヶ岳自然文化園及
び歴史民俗資料館
（八ヶ岳美術館）にお
ける文化・芸術の活性
化と集客の促進

②阿久遺跡における針
葉樹の伐採と公園化の
推進

国宝重要文化財等保存
整備費補助金

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

事 業 費 11,829

指定管理者に委託。

国宝重要文化財等保存
整備費補助金
史跡買い上げ

30,580

ボーリング調査　1,080
設計　18,090

指定管理者に委託。 館内及び展示施設ＬＥ
Ｄ照明器具取替工事
館内取替　7,920
展示ケース取替　2,244

史跡買い上げ　2998.46㎡
（国史跡分　1000.33㎡
　国史跡買上　補助80％）

8,740 19,17011,829 10,164

373,0278,740

屋根の防水塗装工事 建設工事　 306,570
工事監理　   8,800
什器・備品　57,657

土器・石器・図面・写
真等の再整理及び公開

7,197

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

事 業 費

実 施 内 容

土器・石器・図面・写
真等の再整理及び公開

指定管理者に委託。 窓改修　8,900
窓改修設計・監理　378

不動産鑑定 土器・石器・図面・写
真等の再整理及び公開

37,987 50,022 26,220

14,329 9,278 376 8,740

7,573

1　窓枠及びｻｯｼ取替工事

2　館内及び展示施設ＬＥ
Ｄ照明器具取替工事

3　屋根防水工事

阿久遺跡を史跡公園と
して整備し、保存公開
活用する。

発掘調査及び発掘調査
済みの再整理を行い、
八ヶ岳縄文文化の発信
を行う。

文化財係 文化財係

Ｈ29～

総 事 業 費

28～30年度事業費計

392,197

H18～継続 Ｈ28～30 H28～29 H19～継続

- 50,022 -

392,197

7,573

9.4.6 9.4.5 9.4.5

項 目

実 施 期 間

文化財係

施 策

具 体 的 な 施 策

③八ヶ岳自然文化園及
び歴史民俗資料館
（八ヶ岳美術館）にお
ける文化・芸術の活性
化と集客の促進

事 業 名

芸術・文化財活動の充
実

予算科目（款･項･目） 9.4.6

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

担 当 係

清水多嘉示作品研究及
び展示替や郷土の芸術
家の作品公開の場を設
け美術館の活性化につ
なげる。
また、復元した土器で
展示替えも行い八ヶ岳
縄文文化の発信を行

（単位：千円）

④「八ヶ岳縄文遺跡ベ
ルト地帯」の発信

④「八ヶ岳縄文遺跡ベ
ルト地帯」の発信

文化財係

２．遺跡の保存・整備
と活用

地域の特色ある埋蔵文
化財活用事業

原村埋蔵文化センター
建設事業

２．遺跡の保存・整備
と活用

9.4.3

原村埋蔵文化センター
の建設
ボーリング調査
鉄骨造一部2階建
のべ床面積1015.25㎡
監理
什器・備品

文化財係



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村への若い人の流れをつくる村づくり

（第４項）スポーツ・レクリエーション交流の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 92,600

そ の 他 12,204

一 般 財 源 67,208

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

（単位：千円）

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

①体育施設の改修や維
持補修による利便性の
向上

社会体育館耐震化等改
修工事

社会体育係

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

実 施 内 容

担 当 係

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

施 策

利用者の安全性と利便
性を図るため、非構造
部材の落下防止策やﾊﾞｽ
ｹｯﾄｺﾞｰﾙの改修等を実
施。あわせてトイレの
洋式化、電気設備のLED
化等指定避難施設とし
ての改修工事を行う。

１．社会体育施設の充
実

9.5.2

H26～28

172,012

改修工事
168,480
監理業務
3,532

180,533

172,012

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

事 業 費

緊急防災・減災事業債
もしくは
防災対策事業債

toto助成金

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

事 業 費



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村への若い人の流れをつくる村づくり

（第５項）交流による地域づくり

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 100 920 3,666

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 100 920 3,165

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 100 920 3,666

人づくり視察研修補助
（対象経費の1/2以内）
海外研修　20万円
県外研修　3万円
県内研修　1万円

NZ派遣経費及びNZ来賓
来村経費、プケコヘの
生徒ホームステイ受入
経費

沼津市戸田観光協会登
録旅館宿泊者への補助
大人・小人1泊2千円
未就学児　1泊1千円

920 3,165

１．地域間交流・国際
交流の推進

③原村人づくり事業を
活用した村内産業の発
展と国際感覚豊かな人
材の育成

交流事業
（人づくり視察研修事
業）

海外ホームステイ事業交流事業

人づくり視察研修補助
（対象経費の1/2以内）
海外研修　20万円
県外研修　3万円
県内研修　1万円

NZ派遣経費及びNZ来賓
来村経費

沼津市戸田観光協会登
録旅館宿泊者への補助
大人・小人1泊2千円
未就学児　1泊1千円

100

原村人づくり事業補助
金交付要綱

原村人づくり事業補助
金交付要綱
NZからのホームステイ
受入れ

原村民保養施設利用奨
励補助金

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

事 業 費 920

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

事 業 費

3,666

100

NZ派遣経費及びNZ来賓
来村経費、プケコヘの
生徒ホームステイ受入
経費

沼津市戸田観光協会登
録旅館宿泊者への補助
大人・小人1泊2千円
未就学児　1泊1千円

人づくり視察研修補助
（対象経費の1/2以内）
海外研修　20万円
県外研修　3万円
県内研修　1万円

920 3,666100

－

10,497300

－－

2,760

村づくり係 村づくり係村づくり係

2.1.11 2.1.112.1.11

H8～継続 H9～継続H8～継続

（単位：千円）

人づくり視察研修補助
（対象経費の1/2以内）
海外研修　20万円
県外研修　3万円
県内研修　1万円

NZ派遣
NZ受入

沼津市戸田観光協会登
録旅館宿泊者への補助
大人・小人1泊2千円
未就学児　1泊1千円

①沼津市戸田地区との
交流

③原村人づくり事業を
活用した村内産業の発
展と国際感覚豊かな人
材の育成

１．地域間交流・国際
交流の推進

１．地域間交流・国際
交流の推進

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

実 施 内 容

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

担 当 係

予算科目（款･項･目）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村への若い人の流れをつくる村づくり

（第７項）本村への若い人の流れをつくる村づくり

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 2,373

一 般 財 源

国 庫 支 出 金 2,000 7,000 1,500

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 2,000 7,000 4,000 1,500

一 般 財 源

国 庫 支 出 金 1,100 100

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 1,100 5,000 100

一 般 財 源
地方創生推進交付金
交付税による支援措置

5,000 200

報償費等1,148千円
活動経費・消耗品等
898千円
募集経費327千円

2,200

30

年

度

実 施 内 容

リフォーム補助
100万円×2件
片づけ補助
10万円×2件

事 業 費

報償費等200万円
活動経費・消耗品等
200万円
起業経費100万円

移住応援サイト保守

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

地方創生推進交付金
交付税による支援措置

地方創生推進交付金
交付税による支援措置

地方創生推進交付金
交付税による支援措置

特別交付税による支援
措置

事 業 費 4,000 14,000 4,000

報償費等200万円
活動経費・消耗品等
200万円

移住応援サイト構築

3,000

29

年

度

実 施 内 容

現地調査、データ整
理、所有者意向調査、
特定空き家抽出、空き
家台帳・空き家マップ
作成等

教員住宅改修、ベッ
ド、タンス、冷蔵庫・
洗濯機、テレビ等備品
購入

28

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

3,200

財
源
内
訳

11,373 3,200

14,000

2,373

11,373

28～30年度事業費計 4,000 2,200 14,000

総 事 業 費 4,000 2,200

実 施 期 間 H29～ H30～ H29～

2.1.82.1.8

H28～H30 H29～

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

村内の空き家の実態を
調査し、倒壊危険家屋
などの対策に役立てる
ほか、空き家バンクへ
の登録をすすめ、移住
定住の促進に繋げる。

空き家バンクに登録す
る目的で空き家のリ
フォームや家財道具等
の片づけを行う場合に
費用の一部を補助し、
空き家の活用と移住推
進を図る。

原村に一定期間（1～
6ヶ月）滞在しながら村
の様子を知り、土地や
住居、仕事探しなど田
舎暮らし体験と移住の
準備をしてもらうため
教員住宅等の改修を行
い、田舎暮らしお試し

事 業 名

2.1.8

移住応援サイトの構築空き家調査事業 空き家バンクリフォー
ム事業

田舎暮らしお試しハウ
スの整備

都市部の若者を受け入
れ、地域の魅力発信、
ブランド化推進、特産
品開発など新しい目線
で村づくりに協力して
もらう。

住まい・土地・仕事・
生活情報、移住者の生
活の様子、移住経験者
と移住希望者の交流な
どを網羅した移住応援
サイトを構築する。

地域おこし協力隊受入
事業

予算科目（款･項･目） 2.1.8 2.1.8

③空き家等の利活用 ③空き家等の利活用 ③空き家等の利活用 ⑧地域おこし協力隊の
活用

担 当 係 企画係 企画係 企画係 企画係

具 体 的 な 施 策

その他

企画係

（単位：千円）

項 目

施 策

１．移住・定住促進事
業

１．移住・定住促進事
業

１．移住・定住促進事
業

１．移住・定住促進事
業

１．移住・定住促進事
業



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

30

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

29

年

度

実 施 内 容

28

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

財
源
内
訳

28～30年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

予算科目（款･項･目）

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（第７項）本村への若い人の流れをつくる村づくり

12,000

12,000

12,000

12,000

若者が定住し人口の増
加を図る
・40歳未満の個人が、
村内に居住するために
自ら住宅を新築、また
は新築の建売住宅を購

若者が定住し人口の増
加を図る
・40歳未満の個人が、
村内に居住するために
自ら住宅を新築、また
は新築の建売住宅を購

12,000

12,000

36,000

若者が定住し人口の増
加を図る
・40歳未満の個人が、
村内に居住するために
自ら住宅を新築、また
は新築の建売住宅を購

2.1.11

H18～継続

若者定住促進事業補助
金交付

若者が定住し人口の増
加を図る
・40歳未満の個人が、
村内に居住するために
自ら住宅を新築、また
は新築の建売住宅を購
入した場合
・宅地等開発地に新築

その他

１．移住・定住促進事
業

環境係

（単位：千円）



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第１項）地域で支え合い健やかに生きる

国 庫 支 出 金 1,292

県 支 出 金 46 1,292

地 方 債

そ の 他 851

一 般 財 源 9,043 18,741 9,076 81,000 47,178

国 庫 支 出 金 1,292

県 支 出 金 46 1,292

地 方 債

そ の 他 851

一 般 財 源 9,103 19,000 9,076 81,000 48,000

国 庫 支 出 金 1,292

県 支 出 金 46 1,292

地 方 債

そ の 他 851

一 般 財 源 9,103 19,000 9,076 81,000 48,000

48,000

諏訪中央病院組合負担
金：病院事業、老健施
設、看護学校

２．地域医療の充実

諏訪中央病院組合負担
金：病院事業、老健施
設、看護学校

病院事業

①医療機関相互の連携
による医療体制の充実

健康づくり係

後期高齢者医療負担金特定検査等事業

11,660

4.1.1

＊～継続

後期高齢者会計

後期高齢者医療保険制
度の運営

48,000

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

県補助金：健康増進事
業、その他：後期高齢
者事業補助金

各種健診・がん検診等
の実施。人間ドック費
用の一部助成。

財
源
内
訳

後期高齢者医療保険制
度の運営　　　　負担
金支出先：長野県後期
高齢者医療広域連合

4.1.2

243,000

81,000

～継続

81,000

34,980

生活習慣病の発症や重
症化等の進行への予防

11,660

19,000 11,660 81,000

定期予防接種の実施。
小児インフルエンザ・
高齢者肺炎球菌予防接
種費用の補助。

生活習慣病の発症や重
症化等の進行への予防

後期高齢者医療保険制
度の運営

事 業 費 10,000

実 施 期 間

28

年

度

財
源
内
訳

9,940

各種健診・がん検診等
の実施。人間ドック費
用の一部助成。

30

年

度

各種健診・がん検診等
の実施。人間ドック費
用の一部助成。

実 施 内 容

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

10,000

（単位：千円）

国民健康保険対象者特
定健診・特定保健指導

担 当 係 健康づくり係健康づくり係

住民健診、がん検診等
の実施、人間ドック費
用の補助を行い、病気
の早期発見、早期治療
に努める。

その他①各種健診・検診の受
診率向上

健診事業 予防接種事業

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

１．健康づくりの推進１．健康づくりの推進 １．健康づくりの推進１．健康づくりの推進

その他

事 業 名

医療給付係

＊～継続

総 事 業 費

28～30年度事業費計

4.1.2

医療給付係

定期予防接種の実施。
小児インフルエンザ・
高齢者肺炎球菌予防接
種費用の補助。

予算科目（款･項･目） 国保会計

＊～継続

56,74129,940

定期予防接種の実施。
小児インフルエンザ・
高齢者肺炎球菌予防接
種費用の補助。

生活習慣病の発症や重
症化等の進行への予防

定期予防接種の実施。
小児インフルエンザ・
高齢者肺炎球菌予防接
種費用の補助。

18,741

19,000

後期高齢者医療保険制
度の運営

①各種健診・検診の受
診率向上

諏訪中央病院組合負担
金：病院事業、老健施
設、看護学校

～継続

47,178

諏訪中央病院組合負担
金：病院事業、老健施
設、看護学校

143,178



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

財
源
内
訳

事 業 費

実 施 期 間

28

年

度

財
源
内
訳

30

年

度

実 施 内 容

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

担 当 係

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

総 事 業 費

28～30年度事業費計

予算科目（款･項･目）

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第１項）地域で支え合い健やかに生きる

8,460

8,700

（単位：千円）

その他

諏訪中央病院から保健
師派遣の負担金

保健師派遣負担金

その他

健康づくり係

4.1.1

17,160

H28～H29

8,700

諏訪中央病院から保健
師派遣の負担金

8,460

諏訪中央病院から保健
師派遣の負担金

17,160



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第２項）きめ細やかな高齢者福祉の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,942 7,135 104,743 7,172

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 6,000 7,400 110,000 7,500 1,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 6,000 7,400 115,000 7,500 1,000

7,500 1,000

3.1.5 3.1.5

＊～継続 H29～継続

22,172 2,000

7,172

包括的支援事業を地域
包括支援センターに委
託

生活支援コーディネー
ター（地域支え合い推
進員）の養成・協議体
の設置準備

7,500 1,000

包括的支援事業を地域
包括支援センターに委
託

包括的支援事業を地域
包括支援センターに委
託

生活支援コーディネー
ター（地域支え合い推
進員）の配置・協議体
の設置

１．在宅生活を継続す
るための支援

③地域の支え合いネッ
トワークづくりの推進

健康づくり係

生活支援コーディネー
ター配置・協議体の設
置

（単位：千円）

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

福祉輸送サービス事業
補助事業

１．在宅生活を継続す
るための支援

健康づくり係

事務費、保険給付費、
地域支援事業費、高齢
者福祉費、保険料軽減
関係の負担金。支出
先：諏訪広域連合

健康づくり係

地域包括支援センター
委託事業

地域包括支援センター
業務：総合相談、権利
擁護、介護予防ケアマ
ネジメント等の包括的
支援事業の委託。

生活支援コーディネー
ター（地域支え合い推
進員）の配置・協議体
の設置

配食サービス事業

独居高齢者等に昼食を
配達するとともに、安
否確認をする。

１．在宅生活を継続す
るための支援

①生活支援サービスの
充実

諏訪広域連合介護保険
関連負担金

①生活支援サービスの
充実

健康づくり係

施 策

実 施 内 容

事 業 費

１．在宅生活を継続す
るための支援

福祉輸送サービス事業
を行っている事業者に
補助金を交付

健康づくり係

①生活支援サービスの
充実

②地域包括支援セン
ターの機能強化

１．在宅生活を継続す
るための支援

＊～継続

3.1.6

104,743

329,743

3.1.23.1.5

具 体 的 な 施 策

7,4006,000

実 施 期 間

事 業 費

財
源
内
訳

7,135

福祉輸送サービス事業
実施事業に補助金交付

総 事 業 費

28～30年度事業費計

担 当 係

独居高齢者等に昼食を
配達するとともに、安
否確認をする。

17,942

5,942

事務費、保険給付費、
地域支援事業費、高齢
者福祉費、保険料軽減
関係の負担金。支出
先：諏訪広域連合

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

＊～継続＊～継続

事 業 名

110,0007,400

30

年

度

実 施 内 容

事務費、保険給付費、
地域支援事業費、高齢
者福祉費、保険料軽減
関係の負担金。支出
先：諏訪広域連合

115,000

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

予算科目（款･項･目）

28

年

度

財
源
内
訳

21,935

福祉輸送サービス事業
実施事業に補助金交付

6,000

事務費、保険給付費、
地域支援事業費、高齢
者福祉費、保険料軽減
関係の負担金。支出
先：諏訪広域連合

独居高齢者等に昼食を
配達するとともに、安
否確認をする。

福祉輸送サービス事業
実施事業に補助金交付

独居高齢者等に昼食を
配達するとともに、安
否確認をする。



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

実 施 内 容

事 業 費

具 体 的 な 施 策

実 施 期 間

事 業 費

財
源
内
訳

総 事 業 費

28～30年度事業費計

担 当 係

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

事 業 名

30

年

度

実 施 内 容

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

予算科目（款･項･目）

28

年

度

財
源
内
訳

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第２項）きめ細やかな高齢者福祉の推進

8,134

306 4,328 11,042

8,000

3,200 1,000 500 4,500 12,000

8,000

1,000 500 4,500 12,000

認知症初期集中支援
チームの設置、認知症
地域支援推進員の配置

8,5003,200

諏訪広域連合受託事業

8,500

運動器機能向上、栄養
改善、認知症予防等の
介護予防教室の開催。

12,000

養護老人ホーム入所者
措置費

4,328

養護老人ホーム入所者
措置費

1,000

8,440 11,042

4,500

12,000

運動器機能向上、栄養
改善、認知症予防等の
介護予防教室の開催。

第7期老人福祉計画の策
定。（計画期間：平成
30～平成32年度）

養護老人ホーム入所者
措置費

敬老会の開催。敬老祝
金の支給。

敬老会の開催。敬老祝
金の支給。

＊～継続

第7期老人福祉計画の策
定。（計画期間：平成
30～平成32年度）

養護老人ホーム入所者
措置費

3.1.53.1.2 3.1.2

25,4403,200 35,042

3,200

13,3282,000

＊～継続H29～継続 ＊～継続H29

その他

健康づくり係

④生きがいづくりの推
進

3.1.5

（単位：千円）

２．高齢者の健康づく
りと介護予防の推進

１．在宅生活を継続す
るための支援

その他

介護予防事業老人福祉計画策定 老人施設入所措置

②介護予防の推進③地域の支え合いネッ
トワークづくりの推進

敬老会事業認知症初期集中支援
チームの設置、認知症
地域支援推進員の配置

運動器機能向上、栄養
改善、認知症予防等の
介護予防教室の開催。

健康づくり係

１．在宅生活を継続す
るための支援

健康づくり係

④認知症高齢者支援の
推進

２．高齢者の健康づく
りと介護予防の推進

健康づくり係健康づくり係

70歳以上を対象に敬老
会を開催し、長寿を祝
う。あわせて、該当者
に敬老祝金を支給す
る。

認知症初期集中支援
チームの設置、認知症
地域支援推進員の配置

3.1.2

運動器機能向上、栄養
改善、認知症予防等の
介護予防教室の開催。

4,500

認知症初期集中支援
チームの設置準備、認
知症地域支援推進員の
養成

1,000

敬老会の開催。敬老祝
金の支給。



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

実 施 内 容

事 業 費

具 体 的 な 施 策

実 施 期 間

事 業 費

財
源
内
訳

総 事 業 費

28～30年度事業費計

担 当 係

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

事 業 名

30

年

度

実 施 内 容

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

予算科目（款･項･目）

28

年

度

財
源
内
訳

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第２項）きめ細やかな高齢者福祉の推進

13,436 106,000 5,000

103,000 5,000

100,000 5,000

100,000 5,000

103,000 5,000

６６歳以上への医療給
付

世帯主への医療給付

13,436 106,000 5,000

６６歳以上への医療給
付

世帯主への医療給付

13,436 309,000 15,000

地域福祉センター・保
健センターの駐車場が
手狭になったことか
ら、用地を購入し造成
を行う。

６６歳以上への医療給
付

世帯主への医療給付

H28 *～継続 *～継続

13,436

地域福祉センター・保
健センターの駐車場が
手狭になったことか
ら、用地を購入し造成
を行う。
用地　5,335,800円
造成　8,100,000円

原村医療費特別給付金
６６歳以上への医療給
付

原村医療費特別給付金
世帯主への医療給付

3.1.4 ３．１．２ ３．１．１

社会福祉係　 医療給付係 医療給付係

地域福祉センター駐車
場用地確保・造成

原村医療費特別給付金 原村医療費特別給付金

（単位：千円）

その他 その他 その他

その他 その他 その他



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第３項）障がい者の自立と社会参加の促進

国 庫 支 出 金 2,900 70,322 1,100

県 支 出 金 35,161 550 4,685

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 2,900 35,161 2,550 1,200 15,315

国 庫 支 出 金 2,900 70,322 1,100

県 支 出 金 35,161 550 4,685

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 2,900 35,161 2,550 1,200 15,315

国 庫 支 出 金 2,900 70,322 1,100

県 支 出 金 35,161 550 4,685

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 2,900 35,161 2,550 1,200 15,315

20,000

20,000

障害者への医療給付

60,000

-

障害者への医療給付

*～継続

原村医療費特別給付金

20,000

医療給付係

３．１．１

原村医療費特別給付金
障害者への医療給付

２．福祉の充実による
生活支援と社会参加の
促進

（単位：千円）

③生活を支える福祉
サービスの充実と福祉
制度の周知

地域生活支援事業 重度身障福祉年金

1,200

自立した日常生活や社
会生活を営むための障
害者支援事業

障害者を在宅で介護し
ている人への慰労金

140,644 4,200 1,200

-

障害者を在宅で介護し
ている人への慰労金

*～継続

3.1.1

3,600

国支出金：セーフティ
ネット支援対策等事業

障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社
会生活を営むための障
害者支援事業

障害者を在宅で介護し
ている人への慰労金

災害時支え合いマップ
の更新や避難訓練の実
施、小中学校への福祉
教育の推進、ねこの手
サービス等の地域福祉
推進事業

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

財
源
内
訳

1,200事 業 費 5,800 140,644 4,200

30

年

度

実 施 内 容

障害者への医療給付

国・県支出金：障害者
総合支援給付費、障害
者医療費

国・県支出金：地域生
活支援事業

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

社会福祉係

災害時支え合いマップ
の更新や避難訓練の実
施、小中学校への福祉
教育の推進、ねこの手
サービス等の地域福祉
推進事業

自立した日常生活や社
会生活を営むための障
害者支援事業

施 策

具 体 的 な 施 策

１．障がい者に対する
理解の促進

社会福祉係 社会福祉係 社会福祉係

③生活を支える福祉
サービスの充実と福祉
制度の周知

③生活を支える福祉
サービスの充実と福祉
制度の周知

③生活を支える福祉
サービスの充実と福祉
制度の周知

障害者自立支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

事 業 名

地域福祉推進事業 障害者自立支援法関係
費に係る障害者福祉
サービス

③住みよい福祉の村づ
くりの推進

障害者を在宅で介護し
ている人への慰労金

担 当 係

２．福祉の充実による
生活支援と社会参加の
促進

２．福祉の充実による
生活支援と社会参加の
促進

２．福祉の充実による
生活支援と社会参加の
促進

5,800

3.1.1

5,800

- -

障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

災害時支え合いマップ
の更新や避難訓練の実
施、小中学校への福祉
教育の推進、ねこの手
サービス等の地域福祉
推進事業

140,644 4,200

*～継続

17,400 421,932

3.1.1

12,600

*～継続

-

3.1.1

～継続

災害時支え合いマップ
の更新や避難訓練の実
施、小中学校への福祉
教育の推進、ねこの手
サービス等の地域福祉
推進事業

障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社
会生活を営むための障
害者支援事業

28

年

度

財
源
内
訳

総 事 業 費

28～30年度事業費計

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

実 施 期 間

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

財
源
内
訳

事 業 費

30

年

度

実 施 内 容

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

28

年

度

財
源
内
訳

総 事 業 費

28～30年度事業費計

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

実 施 期 間

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第３項）障がい者の自立と社会参加の促進

600

8,600

600

8,600

600

8,600

9,200

9,200

障害者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生
活が送れる支援活動事
業

27,600

-

障害者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生
活が送れる支援活動事
業

*～継続

社会福祉係

地域活動支援センター
委託事業

9,200

3.1.1

障害者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生
活が送れる支援活動事
業

（単位：千円）

２．福祉の充実による
生活支援と社会参加の
促進

④就労の促進や社会参
加に向けた支援

障害者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生
活が送れる支援活動事
業



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第４項）結婚・出産・子育てできる環境づくり

国 庫 支 出 金 145

県 支 出 金 74 50

地 方 債

そ の 他 16

一 般 財 源 72 269 100 8,873 3,200

国 庫 支 出 金 145

県 支 出 金 74 50

地 方 債

そ の 他 16

一 般 財 源 72 269 100 8,875 3,200

国 庫 支 出 金 145

県 支 出 金 74 50

地 方 債

そ の 他 16

一 般 財 源 72 269 100 8,875 3,200

妊婦・乳幼児各種健
診。育児相談等の相談
や教室。

3,250

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施す
る。

3,2509,110

国庫補助金・県補助
金：子ども子育て支援
交付金。国庫負担金・
県負担金：未熟児養育
医療事業

9,110

県支出金：安心子ども
基金

300 9,750

妊婦・乳幼児各種健
診。育児相談等の相談
や教室。

9,108100

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施す
る。

3,250

婚活イベント開催負担
金（八ヶ岳定住自立圏
共生ビジョン）

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施す
る。

具 体 的 な 施 策

①相談員の育成

１．結婚活動のサポー
ト

②日常的なサポーター
の養成

１．結婚活動のサポー
ト

*～継続

4.1.3

項 目

①子育て支援サービス
の充実と環境整備

健康づくり係

妊婦、乳児を対象に各
種検診を実施し、異常
の早期発見に努めると
ともに、育児相談等で
育児の支援を行う。

母子保健事業

①妊娠・出産・育児の
切れ目のない支援の推
進と経済的支援の継続

２．妊娠・出産・育児
の切れ目のない支援

（単位：千円）

３．子育て支援の推進

実 施 期 間

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

28

年

度

財
源
内
訳

総 事 業 費

28～30年度事業費計

担 当 係

施 策

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施す
る。

③出会いイベントの開
催

１．結婚活動のサポー
ト

村づくり係

3.2.1

事 業 名

結婚活動推進事業

－

H22～継続

実 施 内 容

事 業 費

結婚相談業務

26972

結婚セミナーの開催

H22～継続H22～継続

予算科目（款･項･目） 2.1.11

216 807

村づくり係

子育てフォローアップ
事業

2.1.11

－ -－

社会福祉係

先進地視察
結婚セミナーの開催

結婚相談業務 婚活イベント開催負担
金（八ヶ岳定住自立圏
共生ビジョン）

*～継続

2.1.11

結婚活動推進事業 結婚活動推進事業

村づくり係

27,328

妊婦・乳幼児各種健
診。育児相談等の相談
や教室。

財
源
内
訳

事 業 費

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

269

婚活イベント開催負担
金（八ヶ岳定住自立圏
共生ビジョン）

100

結婚セミナーの開催

72

26972 100

結婚セミナーの開催結婚相談業務

婚活イベント開催負担
金（八ヶ岳定住自立圏
共生ビジョン）

先進地視察等



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

具 体 的 な 施 策

項 目

実 施 期 間

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

28

年

度

財
源
内
訳

総 事 業 費

28～30年度事業費計

担 当 係

施 策

事 業 名

実 施 内 容

事 業 費

予算科目（款･項･目）

財
源
内
訳

事 業 費

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第４項）結婚・出産・子育てできる環境づくり

83,000 1,250

19,000 625 3,693

19,000 1,000 625 16,907

83,000 1,250

19,000 625 3,693

19,000 1,000 625 16,907

83,000 1,250

19,000 625 3,693

19,000 5,000 1,000 625 16,907

20,600

20,600

高校３年生までの子ど
も、ひとり親家庭への
医療給付

高校３年生までの子ど
も、ひとり親家庭への
医療給付

障がい児の早期療育
と、家庭の負担を軽減
する。

2,500

2,500

61,800

2,500

障がい児の早期療育
と、家庭の負担を軽減
する。

障がい児の早期療育
と、家庭の負担を軽減
する。

7,500

20,600

高校３年生までの子ど
も、ひとり親家庭への
医療給付

*～継続

-

原村医療費特別給付金
高校３年生までの子ど
も、ひとり親家庭への
医療給付

３．２．１、３．２．４

医療給付係

原村医療費特別給付金

３．子育て支援の推進

③子育て家庭への経済
的支援の継続

（単位：千円）

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に月ごと
に手当を支給する。

子育て支援センター実
施設計業務委託,未満児
運動広場実施設計業務
委託

保育所園児の保護者に
対して通園費負担の軽

減をする。

121,000

国・県支出金：児童手
当交付金

5,000 1,000

121,000 1,000

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に月ごと
に手当を支給する。

保育所園児の保護者に
対して通園費負担の軽
減をする。

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に月ごと
に手当を支給する。

保育所園児の保護者に
対して通園費負担の軽
減をする。

121,000 1,000

363,000 5,000 3,000

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に月ごと
に手当を支給する。

未就学児とその保護者
を対象とした総合的な
子育て支援の拠点施設
となる「子育て支援セ
ンター」と未満児運動
広場を造成する。

保育所園児の保護者に
対して通園費負担の軽
減をする。

-- - -

3.2.1

*～継続 H30～ *～継続 *～継続

3.2.2 3.2.1 3.2.3

障がい児の早期療育
と、家庭の負担を軽減
する。

社会福祉係 社会福祉係 社会福祉係 社会福祉係

３．子育て支援の推進

③子育て家庭への経済
的支援の継続

児童手当支給事業 子育て支援センター設
置事業

保育園通園補助事業 障がい児通所給付事業

③子育て家庭への経済
的支援の継続

①子育て支援サービス
の充実と環境整備

③子育て家庭への経済
的支援の継続

３．子育て支援の推進 ３．子育て支援の推進 ３．子育て支援の推進



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

具 体 的 な 施 策

項 目

実 施 期 間

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

28

年

度

財
源
内
訳

総 事 業 費

28～30年度事業費計

担 当 係

施 策

事 業 名

実 施 内 容

事 業 費

予算科目（款･項･目）

財
源
内
訳

事 業 費

29

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（第４項）結婚・出産・子育てできる環境づくり

1,962

1,962

1,231

36,829

1,962

1,962

1,231

36,829

1,962

1,962

1,231

36,829

41,984

41,984

障害時保育・長時間保
育・一時保育・病児保
育等を実施し、保護者
を対象に子育て塾等を
開催する。

障害時保育・長時間保
育・一時保育・病児保
育等を実施し、保護者
を対象に子育て塾等を
開催する。

41,984

125,952

障害時保育・長時間保
育・一時保育・病児保
育等を実施し、保護者
を対象に子育て塾等を
開催する。

*～継続

多様な保育ニーズに合
わせ障害時保育・長時
間保育・一時保育・病
児保育等を実施し、未
就学園児の保護者を対
象とする子育て支援事
業を実施する。

3.2.3

保育所

保育所特別事業
子育て支援

（単位：千円）

４．子育てがしやすい
環境づくり

①子育て支援サービス
の充実と環境整備



（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（第１項）原村の特色を生かした農林業振興

国 庫 支 出 金 6,000 7,000 2,500

県 支 出 金 3,000 4,060 50

地 方 債 2,600 1,200

そ の 他 100 1,575 800

一 般 財 源 300 165 1,650 3,360 4,300

国 庫 支 出 金 40,000 35,000 15,000

県 支 出 金 20,000 20,300 300

地 方 債 17,500 6,300

そ の 他 500 7,350 2,500

一 般 財 源 2,000 1,050 12,200 3,360 4,300

国 庫 支 出 金 35,000 15,000

県 支 出 金 20,300 300

地 方 債 6,300

そ の 他 7,350 2,500

一 般 財 源 1,050 12,200 3,360 4,300

30

年

度

財
源
内
訳

4,300

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

(県営事業)
一般会計債：公共事業
等

(県営事業)
一般会計債：公共事業
等

(団体営事業)

事 業 費 70,000 30,000 3,360

80a以上の経営農家に流
動化補助を行い、農地
の集積を行う。実 施 内 容

・ため池改修工事
　中新田北ため池
　調査設計

・農道整備（舗装）
　　　L=500ｍ
・農業用用排水路
　整備
　　　L=200ｍ

ビニールハウスの新設
等について材料費の
20％を補助

4,300

29

年

度

実 施 内 容

・農道舗装　L=1600m ・ため池改修工事
　中新田北ため池
　調査設計

・農道整備（舗装）
　　　L=500ｍ
・農業用用排水路
　整備
　　　L=200ｍ

ビニールハウスの新設
等について材料費の
20％を補助

28

年

度

事 業 費 80,000 70,000 30,000 3,360

80a以上の経営農家に流
動化補助を行い、農地
の集積を行う。

実 施 内 容

・農道舗装　L=1200m ・調査設計
　　地質調査、測量
　　設計

財
源
内
訳

・農業用用排水路
　整備
　　　L=140ｍ

ビニールハウスの新設
等について材料費の
20％を補助

80a以上の経営農家に流
動化補助を行い、農地
の集積を行う。

4,30012,000 14,000 5,000 3,360

財
源
内
訳

28～30年度事業費計 92,000 154,000 65,000 10,080 12,900

事 業 費

総 事 業 費 630,000 300,000 162,000

実 施 期 間 H22～H29 H28～H32 26～30 H28～継続 *～継続

予算科目（款･項･目） 5・1・5 5・1・5 5・1・5 5．1.3 5.1.6

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

県営事業
農道舗装L=17,300ｍ
(ほ場整備完了地区)

県営事業
・農業用ため池整備
　　　　　2箇所

・農業用用排水路整
　備　　　L=536ｍ

・農道整備（舗装）
・農業用用排水路
　整備(更新）

ビニールハウス、被覆
材による野菜・花き等
の作柄安定、作期拡大
のために実施。

中核的担い手農家への
農地の利用集積と、遊
休農地の解消促進

事 業 名

県営農道整備事業
　（農道舗装）

県営農地防災事業
（農村災害対策事業）
中新田地区

農業基盤整備促進事業
原二期地区

農業振興事業
（野菜花卉作期拡大事
業）

農地流動化事業

②補助事業の活用と住
民協働の両面での、農
業用施設の維持管理の
推進

②補助事業の活用と住
民協働の両面での、農
業用施設の維持管理の
推進

②補助事業の活用と住
民協働の両面での、農
業用施設の維持管理の
推進

①農地の流動化事業に
よる、中核的担い手農
家への農地の利用集積
と、遊休農地の解消促
進

担 当 係 農村整備係 農村整備係 農村整備係 農政係 農業委員会

具 体 的 な 施 策

①補助事業を活用した
農道舗装と用排水路の
整備

（単位：千円）

項 目

施 策

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
利用促進

２．農用地の保全と高
度利用



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

30

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

実 施 内 容

29

年

度

実 施 内 容

28

年

度

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

財
源
内
訳

28～30年度事業費計

事 業 費

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（第１項）原村の特色を生かした農林業振興

13,121 26,419 263

13,121 13,210

13,121 13,209 265 10,193 3,000

13,121 26,419 263

13,121 13,210

13,121 13,209 265 10,193 3,000

13,121 26,419 263

13,121 13,210

13,121 13,209 265 10,193 3,000
中山間直接支払制度 多面的機能支払制度

39,363 52,838 528 10,193 3,000

農地の多目的機能の確
保
199.4ha

共同・長寿命化作業に
よる先進的な活動と環
境保全

ソフト事業による緩衝
帯の整備とくくり罠の
購入。

39,363 52,838 528

JA出荷補償基準価格の
補填

堆肥代金運搬散布費の3
割を補助

農地の多目的機能の確
保
199.4ha

共同・長寿命化作業に
よる先進的な活動と環
境保全

ソフト事業による緩衝
帯の整備とくくり罠の
購入。

JA出荷補償基準価格の
補填

堆肥代金運搬散布費の3
割を補助

10,193 3,000

堆肥代金運搬散布費の3
割を補助

農地の多目的機能の確
保
199.4ha

共同・長寿命化作業に
よる先進的な活動と環
境保全

ソフト事業による緩衝
帯の整備とくくり罠の
購入。

JA出荷補償基準価格の
補填

39,363 52,838 528 10,193 3,000

30,579 9,000118,089 158,514 1,584

5.1.3 5.1.3 5.1.3 5.1.3 5.1.3

H28～継続 H28～継続

農地の多目的機能の確
保
197.5ha

共同・向上作業による
先進的な活動と環境保
全

ソフト事業による緩衝
帯の整備とくくり罠の
購入。

H28～継続 H28～継続 H28～継続

中山間直接支払い制度
6地区

多面的機能支払制度 鳥獣害被害対策協議会
補助金

農作物安値対策事業 有機栽培産地確立事業

JA出荷補償基準価格の
補填

高原野菜を主体に有機
栽培を促進し、環境に
配慮した農業経営を目
指すと共に生産した野
菜に付加価値を付け、
有機野菜栽培地として
の位置を確立する。

農政係 農政係 農政係

②中山間地域直接支払
制度利用による農用地
の保全

⑤多面的機能支払によ
る農地の保全と環境保
全

⑥有害鳥獣被害防止対
策の実施

⑧農産物安値対策事業 ⑩有機栽培産地確立事
業

農政係 農政係

２．農用地の保全と高
度利用

２．農用地の保全と高
度利用

２．農用地の保全と高
度利用

（単位：千円）

３．農畜産物の振興 ３．農畜産物の振興



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

30

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

実 施 内 容

29

年

度

実 施 内 容

28

年

度

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

財
源
内
訳

28～30年度事業費計

事 業 費

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第４節）環境と共生した活力のある村づくり

（第１項）原村の特色を生かした農林業振興

1,950

1,100

2,000 970

1,950

1,100

2,000 970

1,950

1,100

1,000 970

5名×200,000円 村有林搬出間伐
　　A=7.0ha

4,020

2,000

1,000

2,000

4,020

10名×200,000円 村有林搬出間伐
　　A=7.0ha

10名×200,000円 村有林搬出間伐
　　A=7.0ha

4,020

12,060

12,0605,000

2・1・65.1.3

H26～H28H28～継続

農業後継者育成事業補
助金

村有林搬出間伐農業の担い手確保を目
的に、認定農業者の後
継者として就農する者
に補助金を交付する。

③間伐の普及・啓発

森林環境保全直接支援
事業

②農業後継者の育成支
援と新規参入者の受入
れ体制の整備促進

農村整備係農政係

（単位：千円）

６．地域林業の振興と
森林の育成・有効活用

４．農業後継者の確
保・育成と支援



（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（第２項）観光を中心にした、各産業間の連携

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 2,400

一 般 財 源 9,000 90,000 4,250 3,040 3,600

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 9,000 80,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 9,000 80,000

3,040

八ヶ岳登山口整備事業
（船山十字路の駐車場
整備）

3,040

3,040

Ｈ28

八ヶ岳登山口整備事業
（船山十字路の駐車場
整備）

6.1.4

３．観光地点の再生と
ネットワークの整備

八ヶ岳登山口整備事業
（船山十字路の駐車場
整備）

その他

商工観光係

⑤情報ネットワークの
構築による総合案内機
能の整備やＷi-Ｆiによ
る観光情報発信

３．観光地点の再生と
ネットワークの整備

３．観光地点の再生と
ネットワークの整備

３．観光地点の再生と
ネットワークの整備

３．観光拠点の再生と
ネットワークの整備

その他その他

商工観光係 商工観光係 商工観光係

Ｈ28 Ｈ28

6.1.4

その他

温泉施設管路等布設換
え工事

源泉ポンプ購入
（予備）

まるやち湖周辺歩道整
備事業
八ヶ岳定住自立圏事業
及び八ヶ岳観光圏事業

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

担 当 係

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

実 施 内 容

予算科目（款･項･目）

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

（単位：千円）

別荘地管理及び八ヶ岳
中央高原内の管理

・農場（源泉）から樅
の木荘までの管路
・源泉貯湯槽、大学貯
湯槽、もみの湯側貯湯
タンク、その他関連配
管改修
L＝2,500ｍ

源泉ポンプ購入
（予備）

まるやち湖周辺歩道整
備事業
八ヶ岳定住自立圏事業
及び八ヶ岳観光圏事業

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

別荘地内管理及び八ヶ
岳中央高原内の管理

9,000

商工観光係

9,000

別荘地内管理及び八ヶ
岳中央高原内の管理

9,000

Ｈ28～Ｈ30

27,000

別荘地管理委託料及び
中央高原管理委託料

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

29

年

度

項 目

80,000

250,000 4,250 6,000

別荘地内管理及び八ヶ
岳中央高原内の管理

設計2,000万円
工事管路等7,000万円

源泉ポンプ購入
（予備）

まるやち湖周辺歩道整
備事業
八ヶ岳定住自立圏事業
及び八ヶ岳観光圏事業

90,000 4,250

管路改1/3

80,000

管路改1/3

6.1.4 6.1.4 6.1.4

事 業 費

27,000

6,000

Ｈ28～Ｈ30

250,000 6,000



（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（第３項）「原村ブランド」を活かした観光振興

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 34,829

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 34,829

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 34,829

34,829

③プラネタリウムの設
備や番組の更新

八ヶ岳自然文化園の施
設管理

34,829

八ヶ岳自然文化園の施
設管理

104,487

104,487

Ｈ28～Ｈ30

八ヶ岳自然文化園の施
設管理

34,829

6.1.4

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

29

年

度

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 期 間

事 業 費

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

担 当 係

総 事 業 費

28～30年度事業費計

実 施 内 容

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

商工観光係

八ヶ岳自然文化園管理
委託料

（単位：千円）

八ヶ岳自然文化園の施
設を適正かつ円滑に管
理する。

２．星・音楽をテーマ
とした観光ブランド



（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（第４項）広域連携による観光振興

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 2,320 200 1,100 1,300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 2,320 200 1,100 1,300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 2,320 200 1,100 1,300

⑤観光連盟・商工会等
の活動支援

（単位：千円）

１．観光推進体制の充
実

１．観光推進体制の充
実

(一財）原村振興公社へ
の補助

⑤観光連盟・商工会等
の活動支援

商工観光係

28

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

実 施 内 容

H28～H30

6.1.3

商工観光係

3,900

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

担 当 係

事 業 費

財
源
内
訳

八ヶ岳観光圏、諏訪地
方観光連盟や県と連携
し外国人旅行者の誘客
を進める。

観光連盟活動に対する
支援を行なう。

商工観光係商工観光係

③インバウンド事業の
体制構築及び支援

１．観光推進体制の充
実

１．観光推進体制の充
実

事 業 名

八ヶ岳観光圏整備推進
事業

インバウンド事業

施 策

具 体 的 な 施 策

原村・富士見町・北杜
市で連携し、八ヶ岳広
域の観光を推進する。

①八ヶ岳観光圏を活用
しての着地型旅行商品
の企画・販売

6,960 600 3,300

予算科目（款･項･目）

原村観光連盟 補助

-

星まつりに対する支援

H22～継続 *～継続 *～継続

星まつりへの補助

八ヶ岳観光圏負担金
       1,820,000

八ヶ岳周遊バス負担金
         500,000

八ヶ岳観光圏、諏訪地
方観光連盟や県と連携
し外国人旅行者の誘客
を進める。

観光連盟活動に対する
支援

星まつりへの補助

2,320 200 1,100

八ヶ岳観光圏負担金
       1,820,000

八ヶ岳周遊バス負担金
         500,000

八ヶ岳観光圏、諏訪地
方観光連盟や県と連携
し外国人旅行者の誘客
を進める。

観光連盟活動に対する
支援

6.1.3 6.1.3 6.1.3

1,300

2,320 200 1,100

八ヶ岳観光圏負担金
       1,820,000

八ヶ岳周遊バス負担金
         500,000

八ヶ岳観光圏、諏訪地
方観光連盟や県と連携
し外国人旅行者の誘客
を進める。

観光連盟活動に対する
支援

星まつりへの補助

1,300

1,300

2,320 200 1,100

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

29

年

度

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費



（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（第５項）工業振興と企業誘致

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,300 10,000 150,000 5,000 5,550

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,300 10,000 150,000 5,000 5,550

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,300 10,000 150,000 5,000 5,550

（単位：千円）

1,300 10,000 150,000 5,000

1,300 10,000 150,000 5,000 5,550

5,550

商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金預託 制度資金利子補助 商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

5,550

商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金預託 制度資金利子補助 商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

10,000 150,000 5,000

制度資金保証料補給 制度資金預託 制度資金利子補助 商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

１．企業の支援と育成１．企業の支援と育成１．企業の支援と育成

中小企業振興資金利子
補給事業

商工観光係商工観光係 商工観光係 商工観光係

①経営基盤の強化と規
模拡大への支援

①経営基盤の強化と規
模拡大への支援

商工会事業運営支援

１．企業の支援と育成

制度資金融資斡旋事業 制度資金融資斡旋事業

⑥商工会による研修・
指導相談体制強化への
支援

①経営基盤の強化と規
模拡大への支援

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

29

年

度

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 期 間

事 業 費 1,300

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

担 当 係

総 事 業 費

28～30年度事業費計

実 施 内 容

施 策

*～継続

事 業 名

具 体 的 な 施 策

商工業者の設備投資等
に対する支援

商工観光係

①経営基盤の強化と規
模拡大への支援

１．企業の支援と育成

商工業活性化補助事業

6.1.2 6.1.2予算科目（款･項･目） 6.1.2 6.1.2 6.1.2

3,900

商工業者の設備投資等
に対する支援

-

*～継続 継続 継続 *～継続

-

30,000 450,000 15,000 16,650

- - -

制度資金保証料補給 制度資金預託 制度資金利子補助



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

29

年

度

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 期 間

事 業 費

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

担 当 係

総 事 業 費

28～30年度事業費計

実 施 内 容

施 策

事 業 名

具 体 的 な 施 策

予算科目（款･項･目）

（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（第５項）工業振興と企業誘致

1,300

1,300

1,300

1,300

原村において、新たに
起業化を行おうとする
事業者に対しての補助

1,300

原村において、新たに
起業化を行おうとする
事業者に対しての補助

1,300

原村において、新たに
起業化を行おうとする
事業者に対しての補助

3,900

-

*～継続

原村において、新たに
起業化を行おうとする
事業者に対しての補助

6.1.2

（単位：千円）

１．企業の支援と育成

原村起業チャレンジ補
助金

⑧企業チャレンジ補助
金による支援

商工観光係



（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（第６項）商業・サービス業の振興

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 600

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 600

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 600

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

２．他産業との連携に
よる商業の振興

水田農業経営確立推進
指導事業

600

④米粉普及促進消費拡
大事業

5.1.3

米粉の普及消費拡大を
目的に設立された原村
こめっこクラブへ業務
委託し、活動する。

1,800

（単位：千円）

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

担 当 係

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

28～30年度事業費計

実 施 内 容

予算科目（款･項･目）

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

農政係

米の消費拡大のため、
米粉の普及推進を図る

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

29

年

度

30

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

米粉の普及消費拡大を
目的に設立された原村
こめっこクラブへ業務
委託し、活動する。

600

水田農業経営確立推進
指導事業補助金

H28～継続

米粉の普及消費拡大を
目的に設立された原村
こめっこクラブへ業務
委託し、活動する。

600



（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（第７項）雇用・勤労者対策の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000 3,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000 3,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000 3,000

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

勤労者生活資金預託 村民が安心して住み続
けられる住まいづくり
及び地域経済の活性化
を図る

事 業 費 5,000 3,000

財
源
内
訳

事 業 費 5,000 3,000

29

年

度

実 施 内 容

勤労者生活資金預託 村民が安心して住み続
けられる住まいづくり
及び地域経済の活性化
を図る

28

年

度

実 施 内 容

勤労者生活資金預託 村民が安心して住み続
けられる住まいづくり
及び地域経済の活性化
を図る

事 業 費 5,000 3,000

財
源
内
訳

28～30年度事業費計 15,000 9,000

総 事 業 費 -

実 施 期 間 *～継続 H23～継続

予算科目（款･項･目） 6.1.1 2.1.11

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

勤労者生活資金預託 村民が安心して住み続
けられる住まいづくり
及び地域経済の活性化
を図る

事 業 名

勤労者生活支援事業 住宅リフォーム促進事
業補助金交付

担 当 係 商工観光係 環境係

具 体 的 な 施 策

④勤労者向け融資制度
の充実と中小企業労働
者の福利厚生向上の支
援策の検討

その他

（単位：千円）

項 目

施 策

１．雇用対策の充実 その他



（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（第１項）公民協働の村づくりの推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 2,000

一 般 財 源 3,000 8,951

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 4,500

一 般 財 源 3,000 8,951

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 4,500

一 般 財 源 3,000 8,951

均等割　　 15,000円
文書配布手数料
　　　　　＠2,000円
環境衛生費＠  900円
連絡調整費＠  100円
除雪対策費＠  150円

１．住民参画による村
づくり

村づくり推進事業

③コミュニティ活動の
推進と支援

2.1.11

2,000

自主防災組織防災備品
の整備

－

11,000

事 業 費

財
源
内
訳

集落行動計画の策定・
推進の支援

地区公園遊具等の整
備・自主防災組織防災
備品の整備

事 業 費 8,9513,000 4,500

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

・世帯数は、平成28年
度ベースで算定

30

年

度

実 施 内 容

均等割　　 15,000円
文書配布手数料
　　　　　＠2,000円
環境衛生費＠  900円
連絡調整費＠  100円
除雪対策費＠  150円

集落行動計画の策定・
推進の支援

地区公園遊具等の整
備・自主防災組織防災
備品の整備

コミュニティ助成事業
（一般コミュニティ事
業、コミュニティセン
ター助成事業、地域防
災組織育成助成事業）

29

年

度

※～継続

26,853

8,951

実 施 内 容

3,000

H14～継続

均等割　　 15,000円
文書配布手数料
　　　　　＠2,000円
環境衛生費＠  900円
連絡調整費＠  100円
除雪対策費＠  150円

実 施 内 容

事 業 費 3,000

集落行動計画の策定・
推進の支援

8,9514,500

－

おらほうの村づくり事
業
（集落行動計画の策
定・推進の支援）

村と区・自治会との協
力体制の構築や自治組
織の活動促進のための
財政的支援

予算科目（款･項･目） 2.1.132.1.11

実 施 期 間 S*～継続

28

年

度

財
源
内
訳

28～30年度事業費計

総 事 業 費

（単位：千円）

9,000

項 目

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

コミュニティ助成事業
（地区公園遊具等の整
備・自主防災組織防災
備品の整備）

１．住民参画による村
づくり

１．住民参画による村
づくり

事 業 名

各区等交付金村づくり推進事業

②集落行動計画策定・
推進支援（おらほうの
村づくり事業補助金）

③コミュニティ活動の
推進と支援

担 当 係 総務係村づくり係村づくり係



（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（第２項）開かれた村政の推進

国 庫 支 出 金 1,571

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 1,571

一 般 財 源 1,750 1 9,843

国 庫 支 出 金 200

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 200

一 般 財 源 1,750 9,843

国 庫 支 出 金 100

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 100

一 般 財 源 1,750 9,843

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

地方創生推進交付金、
交付税による支援措置

・平成29年度以降の対
応は未定につき、平成
28年度と同額で算定

30

年

度

事 業 費 1,750 200 9,843

財
源
内
訳

実 施 内 容

原村公式ホームページ
のリニューアル、情報
提供機能（スマート
フォン）の強化、ホー
ムページ管理システム
の更新

Youtube・SNS用英訳、
英語ナレーション・取
材等報酬

基幹設備の導入及び維
持管理
　リース料　8,780千円
　保守委託　1,063千円

事 業 費 1,750 400 9,843

29

年

度

実 施 内 容

地域イントラネットを
構成する情報通信機器
の更新

Youtube・SNS用英訳、
英語ナレーション・取
材等報酬、取材機器関
係消耗品

基幹設備の導入及び維
持管理
　リース料　8,780千円
　保守委託　1,063千円

財
源
内
訳

事 業 費 1,750 3,143 9,843

28

年

度

実 施 内 容

原村公式ホームページ
のリニューアル、情報
提供機能（スマート
フォン）の強化、ホー
ムページ管理システム
の更新

撮影用ビデオカメラ、
ノンリニア編集機、SNS
アップ用パソコン等一
式、消耗品

基幹設備の導入及び維
持管理
　リース料　8,780千円
　保守委託　1,063千円

財
源
内
訳

28～30年度事業費計 5,250 3,743 29,529

総 事 業 費 10,498 3,743

実 施 期 間 Ｈ14～継続 H28～継続 H24～継続

予算科目（款･項･目） 2.1.12 2.1.8 有線会計1.1.2

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

地域イントラネットの
運営     原村公式ホー
ムページのリニューア
ル、情報提供機能（ス
マートフォン）の強
化、ホームページ管理
システムの更新、ライ
ブカメラの更新

地域の観光・イベント
情報や生活に関する情
報などを撮影・編集し
て動画や写真、文字等
でインターネット
（Youtube、SNS）等を
使い発信し、原村の魅
力を広くPRすることで

デジタル放送を放映す
るために必要な基幹設
備のリース期間が平成
28年度で満了となるこ
とから、当該設備の更
新を行う。

事 業 名

情報化推進事業 地域の魅力発信事業 サラダチャンネルデジ
タル放送事業

担 当 係 企画係 企画係 総務係

具 体 的 な 施 策

①ホームページの更新
（リニューアル）

③ＳＮＳを活用した情
報発信の充実

⑤有線放送の加入促進

（単位：千円）

項 目

施 策

２．高度情報化の推進 ２．高度情報化の推進 ２．高度情報化の推進



（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（第３項）広域行政の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,930 7,739 7,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,930 7,739 5,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 4,447 7,739 5,000

5,930 7,739

諏訪地方5市町村戸籍シ
ステム共同利用

一般会計経常経費
均等割　20％
人口割　80％

4,447 7,739

Ｈ12～継続

35,457 -

16,307 23,217

諏訪地方5市町村戸籍シ
ステム共同利用

一般会計経常経費
均等割　20％
人口割　80％

諏訪地方5市町村戸籍シ
ステム共同利用

一般会計経常経費
均等割　20％
人口割　80％

5,930 7,739

（単位：千円）

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

事 業 費

八ヶ岳定住自立圏

5,000

道路維持補修、環境維
持

担 当 係

道路維持補修、環境維
持

5,000

圏内のアクセス道路の
整備を行い、地域の活
性化に寄与する。

予算科目（款･項･目） 7.1.2

建設係

事 業 名

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

オーバーレイ工事
L=370m

30,000

28

年

度

財
源
内
訳

7,000

１．広域行政による効
率化と活性化

17,000

H27～H31

②八ヶ岳定住自立圏に
よる地域の活性化

定住自立圏主要道路整
備事業

実 施 内 容

事 業 費

実 施 期 間

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

28～30年度事業費計

総 事 業 費

2.3.1 2.1.8

H24～H30

１．広域行政による効
率化と活性化

１．広域行政による効
率化と活性化

①事務処理の共同化の
推進

①事務処理の共同化の
推進

住民係 企画係

戸籍システム共同利用 諏訪広域連合関係市町
村負担金

諏訪地方5市町村で戸籍
サーバーを共同利用す
る事により、戸籍事務
処理の効率化や経費の
節減、住民サービスの
向上を図る。

一般会計経常経費
均等割　20％
人口割　80％



（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（第４項）効率的な行政運営

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 16,432 819 13,633

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 16,432 819 13,633

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 16,432 819 13,633

（単位：千円）

項 目

施 策

１．機能的な組織体制 １．機能的な組織体制 １．機能的な組織体制

担 当 係 企画係 企画係 企画係

具 体 的 な 施 策

②事務処理・意思決定
の迅速化

②事務処理・意思決定
の迅速化

②事務処理・意思決定
の迅速化

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

住民行政システムの運
営（委託費、賃貸借、
保守の運用）

総合行政ネットワーク
（ＬＧＷＡＮ）運営

地域イントラネットの
運営

事 業 名

情報化推進事業 情報化推進事業 情報化推進事業

実 施 期 間 *～継続 *～継続 Ｈ14～継続

予算科目（款･項･目） 2.1.12 2.1.12 2.1.12

28～30年度事業費計 49,296 2,457 40,899

総 事 業 費 - 4,913 81,795

28

年

度

実 施 内 容

住民行政システムの運
営（委託費、賃貸借、
保守の運用）

ＬＧＷＡＮ機器・通信
機器の調達、保守

イントラネットを構成
する情報・通信機器の
更新

事 業 費 16,432 819 13,633

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

住民行政システムの運
営（委託費、賃貸借、
保守の運用）

ＬＧＷＡＮ機器・通信
機器の保守

イントラネットを構成
する情報・通信機器の
更新

財
源
内
訳

事 業 費 16,432 819 13,633

30

年

度

実 施 内 容

住民行政システムの運
営（委託費、賃貸借、
保守の運用）

ＬＧＷＡＮ機器・通信
機器の保守

イントラネットを構成
する情報・通信機器の
更新

事 業 費 16,432 819 13,633

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）



（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（第５項）健全な財政運営

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,324 3,583 2,667

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,000 5,403 2,621

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,000 3,843 2,621
※固定資産台帳整備に
かかる経費の一部につ
いては、特別交付税に
よる財政措置あり（平
成29年度まで）

3,843

7,909

１．財政の基盤強化と
効率的な財政運営の推
進

１．財政の基盤強化と
効率的な財政運営の推
進

地方公会計の整備 財務会計システム更新 ふるさと寄附金事業

①計画実現に向けた弾
力的・効率的な財政運
営の展開

平成29年5月、財務会計
システムハードウェア
リース契約期限

2,621

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

30

年

度

実 施 内 容

事 業 費 1,000

－

財務会計ｼｽﾃﾑ使用及び
保守委託
・公会計ｼｽﾃﾑ
・固定資産台帳ｼｽﾃﾑ
　ほか

・ふるさと寄附金返礼
品拡充
・ポータルサイト登録
・クレジット決済利用
（ポータルサイト経
由）

地方公会計の整備
・複式簿記導入支援委
託

財務会計ｼｽﾃﾑ使用及び
保守委託
・公会計ｼｽﾃﾑ
・固定資産台帳ｼｽﾃﾑ
　ほか

2,621

・ふるさと寄附金返礼
品拡充
・ポータルサイト登録
・クレジット決済利用
（ポータルサイト経
由）

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

3,324 12,829

・ふるさと寄附金返礼
品拡充
・ポータルサイト登録
・クレジット決済利用
（ポータルサイト経
由）

1,000 5,403

地方公会計の整備
・複式簿記導入支援委
託

財務会計ｼｽﾃﾑ使用及び
保守委託
財務会計ｼｽﾃﾑ更新
・ﾘｰｽ契約期限に伴うｼｽ
ﾃﾑ更新（ｸﾗｳﾄﾞ化）

担 当 係

項 目

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

6,651

１．財政の基盤強化と
効率的な財政運営の推
進

総 事 業 費

地方公会計の整備
・複式簿記導入支援業
務委託
・固定資産ｼｽﾃﾑ導入
・ﾘｱﾙﾀｲﾑ仕訳ｼｽﾃﾑ導入

H27～H30 *～継続 H20～継続

（単位：千円）

財務書類等の作成にか
かる統一的な基準を設
定し比較可能性の確保
を促進することを目的
に、固定資産台帳の整
備及び複式簿記の導入
を行う。

平成29年5月にリース契
約期限となる財務会計
システムを更新し、予
算編成、出納管理、決
算及び財務書類等の作
成において事務処理の
効率化を図る。

寄附件数の増加・原村
のPR及び活性化
・ふるさと寄附金返礼
品拡充
・ポータルサイト登録
・クレジット決済利用
（ポータルサイト経
由）

③ふるさと納税制度の
活用

①計画実現に向けた弾
力的・効率的な財政運
営の展開

財政係 財政係 村づくり係

予算科目（款･項･目） 2.1.3 2.1.3 2.1.11

1,324 3,583 2,667事 業 費

実 施 期 間

28

年

度

財
源
内
訳

28～30年度事業費計


